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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構（JICA）は、ブルキナファソ国の貧困農民支援にかかる協力準備調

査を実施し、2012年9月16日から9月30日まで調査団を現地に派遣しました。 

調査団は、ブルキナファソ国政府関係者と協議を行うとともに、現地調査を実施し、帰国後の

国内作業を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つこと

を願うものです。 

終りに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 
平成26年1月 

 
独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 熊代 輝義 
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写真１ オーバッサン地方ボボ・デュラッソ市近郊の

バンゾン農業協同組合へのヒアリング調査：2KR 調達肥

料に対する評価は高く、施肥により作物生産量の増加、

それに伴う現金収入の増加が見られた。 

 写真２ オーバッサン地方ボボ・デュラッソ市近郊の

バンゾン農業協同組合の水田：2006 年度の 2KR で調達

された肥料を施用したところ、通常に比べて作物生産

量が大幅に増加したとの報告があった。 

 

写真３ 同上の水田付近で栽培されている黍（ミレッ

ト）：「ブ」国の主要穀物の一つであるミレットの単

収は 1.5～2.5 倍に増加した。 

 写真４  オーバッサン地方ボボ・デュラッソ市内の大

手肥料製造・販売企業の倉庫：コンピューター操作に

よる肥料製造を行っている。常時、15,000 トンの肥料

のストックが可能。 

 

写真５ 同上企業で肥料生産に使用している原材料：

製造原料のほとんどは輸入に頼っているため、世界経

済の動きによって原材料の価格が高騰すると肥料の生

産量が大幅に減少してしまう。 

 写真６ 同左企業で製造されている NPK。NPK は注文に

応じて成分配分を変えて製造・販売している。販売先

は主に「ブ」国内、近隣国の綿花会社で、食糧作物用

の販売はあまり行われていない。 



 
 

写真７ オーバッサン地方ボボ・デュラッソ市内の肥

料小売店：販売されていた尿素はコメ、トウモロコシ

に使用される。一方、NPK はコメ、トウモロコシ以外に

綿花栽培にも使用されている。 

 写真８ 同左販売店で取り扱われていた尿素：この販

売店ではガーナ、コートジボワールなどの近隣国産の

尿素が販売されていた。 

 

写真９ ワガドゥグ市内の農機販売企業の倉庫に眠る

耕耘機：ここで扱われている耕運機は中国産（15 馬力）

のみで価格は 1台 180 万 FCFA。30 台を輸入したが、ま

だ 1台も売れていない状況。 

 写真 10 ワガドゥグ市内の簡易農機販売店：「ブ」国

内で職人たちによって製造されている簡易農機。脱粒

（穀）機は 1 台当たり 20～40 万 FCFA で販売されてい

る。 

 

写真 11 台湾の支援によって運営されている職業訓練

学校（ワガドゥグ近郊ジニャレ）：2012 年 1 月開校の

職業訓練学校。自動車整備などと合わせて農機整備の

技術者の養成も行っている。 

 写真 12 2KR の見返り資金を使って建設された立体交

差（ワガドゥグ市内）：2006 年に日本側との協議承認

を得て建設が進められた。総額は 27 億 FCFA。 
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略語 正式表記 日本語表記 

2KR Second Kennedy Round / Aide 
Non-Remboursable aux Agriculteurs Détavorisés 

食糧増産援助／貧困農民支援 
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d’Intrants Agricoles du Burkina Faso 
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l’Hydraulique 

農業・水利省地方局 
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IFDC International Center for Soil Fertility and 
Agricultural Development 

土壌肥沃農業開発国際センター 
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Development 

経済協力開発機構 



 

 

PAPSA Projet d’Amélioration de la Productivité et de la 
Sécurité Alimentaire 

生産性改善・食料安全保障プロジ
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Développment Durable 
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第１章 調査の概要 
 
１－１ 背景と目的 

１－１－１ 背景 
日本国政府は、1967年のガット・ケネディラウンド（KR）関税一括引き下げ交渉の一環とし

て成立した国際穀物協定の構成文書の一つである食糧援助規約1に基づき、1968年度から食糧援

助（以下、｢KR｣と記す）を開始した。 
一方、1971年の食糧援助規約改訂の際に、日本国政府は「米又は受益国が要請する場合には

農業物資で援助を供与することにより、義務を履行する権利を有する」旨の留保を付した。こ

れ以降、日本国政府はKRの枠組みにおいて、コメやムギなどの食糧に加え、食糧増産に必要と

なる農業資機材についても被援助国政府がそれらを調達するための資金供与を開始した。 
1977年度には、農業資機材の調達資金の供与を行う予算をKRから切り離し、「食糧増産援助

（Grant Aid for the Increase of Food Production）（以下、後述の貧困農民支援とともに「2KR」と

記す）」として新設した。 
以来、日本国政府は、「開発途上国の食糧不足問題の緩和には、食糧増産に向けた自助努力を

支援することが重要である」との観点から、2KRを実施してきた。 
2003年度から外務省は、2KRの実施に際して、要望調査対象国の中から、予算額、わが国との

二国間関係、過去の実施状況等を総合的に勘案したうえで供与対象候補国を選定し、JICAに調

査の実施を指示することとした。 
    

また、以下の3点を2KRの供与に必要な新たな条件として設定した。 
① 見返り資金の公正な管理・運用のための第三者機関による外部監査の義務付けと見返り

資金の小農支援事業、貧困対策事業への優先的な使用 
② モニタリング及び評価の充実のための被援助国側と日本側関係者の四半期に一度2の意見

交換会の制度化 
③ 現地ステークホルダー（農民、農業関連事業者、NGO等）の2KRへの参加機会の確保 

    
さらに、日本政府は、世界における飢えの解消に積極的な貢献を行う立場から、食糧の自給

に向けた開発途上国の自助努力をこれまで以上に効果的に支援していくこととし、裨益対象を

貧困農民、小農とすることを一層明確化するために、2005年度より、食糧増産援助を「貧困農

民支援（Grant Assistance for Underprivileged Farmers）」に名称変更した。 
    

JICAは上述の背景を踏まえた貧困農民支援に関する総合的な検討を行うため、「貧困農民支援

の制度設計に係る基礎研究（フェーズ2）」（2006年10月～2007年3月）を行い、より効果的な事

業実施のため、制度及び運用での改善案を取りまとめた。同基礎研究では、貧困農民支援の理

念は、「人間の安全保障の視点を重視して、持続的な食糧生産を行う食糧増産とともに貧困農民

の自立をめざすことで、食料安全保障並びに貧困削減を図る」と定義し、農業資機材の投入に

                                                        
1 現行の食糧援助規約は1999年に改定され、日本、米国、カナダなど7カ国、及びEU（欧州連合）とその加盟国が加盟しており、

日本の年間の最小拠出義務量は小麦換算で30万Mトンとなっている。 
2 2008年度案件から、連絡協議会は半年に一度の開催に緩和された。 
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より効率的な食糧生産を行う「持続的食糧生産アプローチ」及び見返り資金の小規模農民・貧

困農民への使用を主とする「貧困農民自立支援アプローチ」の2つのアプローチで構成されるデ

ュアル戦略が提言された。 
 

１－１－２ 目 的 
本調査は、ブルキナファソ（以下、「ブ」国と記す）について、2010年度の貧困農民支援（2KR）

供与の可否の検討に必要な情報・資料を収集し、要請内容の妥当性を検討することを目的とし

て実施した。 
 
１－２ 体制と手法 

１－２－１ 調査実施手法 
本調査は、国内における事前準備作業、現地調査、国内解析から構成される。 
現地調査においては、「ブ」国政府関係者、国際機関、NGO、資機材配布機関／業者等との協

議、サイト調査、資料収集を行い、「ブ」国における2KRのニーズ及び実施体制を確認するとと

もに、2KRに対する関係者の評価を聴取した。帰国後の国内解析においては、現地調査の結果を

分析し、要請資機材計画の妥当性の検討を行なった。 
 

１－２－２ 調査団構成 

担当分野 氏名 所属 

団長 佐藤 武明 JICA農村開発部 国際協力専門員 

調達管理計画 金澤 仁 財団法人日本国際協力システム（JICS） 

貧困農民支援・資

機材計画 
作増 良介 株式会社JIN コンサルタント 

協力企画 深澤 公雄 JICA資金協力支援部 

通訳 大川 京 財団法人日本国際協力センター（JICE） 
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１－２－３ 調査日程 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

The Mission for the Preparatory Study on　the Grant Assistance for Underprivileged Farmers(2KR）JFY2012/Burkina Faso

Purpose: To collect and examine information necessary to assess the validity of 2KR implementation and to make an estimate of the project costs.

Leader Cooperation Planning Procurement Planning 2KR Program Planning /Equipme Translator

団長/総括 協力企画 調達管理計画 貧困農民支援・資機材計画 通訳

Mr.Sato Mr. Fukazawa Mr.Kanazawa Mr.Sakumasu Ms.Okawa

2012/9/15 Sat 00:40 Leave Haneda(JL041)
20:00 Arrive Dakar(AF718) ― ― ― ―

1 2012/9/16 Sun Survey in Senegal ―

2 2012/9/17 Mon Survey in Senegal ―

3 2012/9/18 Tue Survey in Senegal ―

4 2012/9/19 Wed Survey in Senegal ―

5 2012/9/20 Thu Survey in Senegal ―

6 2012/9/21 Fri Survey in Senegal
22：25 Leave Dakar(AF719) ―

7 2012/9/22 Sat 17:05 Arrive Ouagadougou(AF536)
00:40 Leave Haneda(AF283)
17:05 Arrive
Ouagadougou(AF536)

8 2012/9/23 Sun

9 2012/9/24 Mon

10 2012/9/25 Tue

11 2012/9/26 Wed

12 2012/9/27 Thu

13 2012/9/28 Fri

14 2012/9/29 Sat

15 2012/9/30 Sun

09:45 Visit to Ziniare Center for vocational training
16:00 Meeting with SG, Minister's Technical advisor  and DGPV staff for PV/RD signing

10:00 Meeting JAPAN Embassy
15:00 Meeting with JICA Office
20:15 Leave Ouagadougou(AF547)

Team Meeting

08:00 Visit Chemical Fertilizers manifactor (CIPAM)
10:30 Meeting with Regional Directorate of Agriculture (Haut bassin/Bobo)
15:00 Visit equipment/fertilizers dealers

07:30 Move to Rice cultivation Site (Banzon)
09:00 Arrive in Banzon
11:30 Leave Banzon Banzon for Ouaga
18:00 Arrive in Ouaga

8:00 Meeting with JICA
9:30 Meeting with DGPV about MM (10:00 Meeting SG/MAH)

08:00 Meeting with DGPV about MM
10:30 Meeting with PRP
15:00 Meeting with TROPIC-chem / 15:00 World Bank (devided in two team)
17:00 Meeting with DGCOOP

08:00 Meeting with with FEER (Fund for water and Rural Equipment)
10:00 Meeting with FAO / 11:00 Meeting with BUNASOLS   (devided in two team)
15:30 Meeting with Caisse Populaire du Burkina

via Paris

6:00 Arrive Haneda(AF282)

12:30 Leave Ouagadougou(DN003)
14:25 Arrive Niamey

Survey in Niger

00:40 Leave Haneda(AF283)
16:15 Arrive Ouagadougou(AF548)

08:00 Meeting JICA office
09:30 Meeting with SG MAH
10:00 Kick off Meeting at MAH
16:00 Fertilzer Dealer/Distributor Association (AGRODIA)

08:00 Meeting with FAO
10:30 Meeting with EU
17:00 Meeting with Embassy of Japan

08:30 Meeting with DGPV
12:00 Meeting IFDC
12:00 Move to Bobo
17:00 Arrive in Bobo

10:00 Meeting JAPAN Embassy
15:00 Meeting with JICA Office

Draft report, etc.
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１－２－４ 面談者リスト 
＜政府関係機関＞ 
（1）経済・財務省協力総局 

Sié Philippe Aimé PALENFO 二国間協力局長 
TASSIMBEDO Bernard Jean アジア諸国協力プログラム推進課長 

 
（2）農業・水利省 

OUEDRAOGO Jacob 次官 
DERME Issaka 技術顧問（大臣付き） 
OUEDRAOGO Robert 植物生産総局長 
KIEMA Raki 農業資機材・植物生産開発局長 
SAVADOGO Adama 農業機械化局長 
月井 芳文 次官付き技術顧問 

 
（3）農業・水利省 オーバッサン地方局 

TRAORE Maurice 地方局長 
DORO Brahima 地方局長補佐 
KABORE Celestin Pascal 農業生産整備課 
DAO Sophie 農業機械化室 

 
（4）農村部水・設備基金（FEER） 

KABORET Aimé Roger 所長 
COULIBALY Koncourou スタッフ 

 
＜民間セクター＞ 
（1）ブルキナファソ農業資機材卸売商小売商協会（AGRODIA） 

ILBOUDO Ablassé 会長 
KABORE B. Roger 事務局長 
KABRE Saidou 常任書記 
SANOU N. Alphonse B. 農学担当 

 
（2）ブルキナファソ農業資機材卸売商小売商協会（AGRODIA）ボボ・デュラッソ支部 

BARRY Saidou アグロディア・ボボ・デュラッソ支部 会長 
SAWADOGO Boukaré アグロディア副会長 
OUEDRAOGO Adama 事務次官補佐 
GUIRA Nbadi メンバー 
SAWADOGO Sayouba メンバー 
SAWADOGO Alossane メンバー 
OUEDRAOGO Issa メンバー 
OUEDRAOGO Hamade メンバー 
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（3）ワガドゥグ資機材業者 
KORGO Mady EKMAF社長 
KABORE Hamidou EKMAF販売部長 
COMBARY Jean Marc EKMAF営業部長 
OUEDRAOGO Ousmane EKMAF会計係 
KABORE Ousmane SRC社長 
TRAORE Yacoubu Tropic-Agro-Chem 販売部長 
NOVE Amadou Tropic-Agro-Chem ロジスティック・輸送担当 

 
（4）ボボ・デュラッソ資機材業者 

BASSOLET Arnaud CIPAM開発部長 
GANOU Adama CIPAM工場長 
TAHO Philias CIPAM調査団担当 
BARBOZA Maurille Erci DTE-PDAブルキナファソ支店長 
WEI Nongzhong DTEマリ支店 ロジスティック部長 

 
（5）ブルキナファソ人民金庫連合（Caisse Populaire du Burkina） 

SONDO/NIGNAN Azaratou マーケティング・コミュニケーション局長、パートナー

シップ担当 
 

＜国際機関／他ドナー＞ 
（1）欧州連合（EU） 

RASMNSSEN Christian 農村開発・環境・市民社会部長 
HEBIE Amadou 食料安全保障プログラム担当 

 
（2）国連食糧機関（FAO） 

RASOLO François ブルキナファソFAO代表 
 
（3）世界銀行 

OUEDRAOGO Elisée オフィサー、農業エコノミスト、農業・農村開発担当 
 
（4）天水稲作プロジェクト（Project Riz Pluvial：PRP） 

OUATTARA Youssouf 国内調整員 
 
（5）ジニャレ職業訓練センター（Zinare Center for vocational training） 

YAMEOGO Eric Roland Sidnoma 校長 
LI Kuei Mi 管理アシスタント 
KABOURE Hamado 教務主任 
CHUUNG Ching-Chieh 技師長 
LIN Chang-Ju 専門家 
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＜NGO＞ 
（1）土壌肥沃農業開発国際センター（IFDC） 

DIAGANA Bocar ミールプラス・プロジェクト（Projet MIR Plus） 
BAYALA Stéphane 2スケール・プロジェクト（Projet 2 SCALE） 

 
（2）土壌ナショナル・オフィス（BUNASOL） 

GNANKAMBARY Zacharia 所長 
SAWADOGO Moussa 分析実験所長 

 
＜農民組織＞ 

バンゾン灌漑区農業組合（Société Coopérative Agricole Banzon） 
SAVADOGO Seydou 組合長 
DOMBOUE Fousseni 農業組合書記 
OUATTARA Daouda ロジスティック担当 
TRAORE Mathieu 農業普及員 バンゾン灌漑水田担当 
OUEDRAOGO Simone 農業普及員 バンゾン灌漑水田担当 
OUEDRAOGO Boukary 農業普及員 バンゾン灌漑水田担当 
SANON Issa 農業・水利県局 圃場長 
TRAORE Soungale 組合員 
TRAORE Adama 組合員 

 
＜日本側関係者＞ 
（1）在ブルキナファソ日本国大使館 

杉浦 勉 特命全権大使 
迫  久展 公使参事官 
原田 教枝 経済協力・政務担当 二等書記官 

 
（2）JICAブルキナファソ事務所 

森谷 裕司 事務所長 
栗元 優 所員 
竹越 久美子 企画調査員 
SARE Salifou ナショナルスタッフ 
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第２章 当該国における農業セクターの概況 
 
２－１ 農業セクターの現状と課題 

２－１－１ 「ブ」国経済における農業セクターの位置づけ 
図２－１に産業別のGDPに占める比率を示す。図に示したとおり、｢ブ｣国の農業はGDPの30％

を占めており、労働人口の90％が従事する国の基幹産業である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：UN Data） 

図２－１ 産業別GDPに占める割合 

 
他方、表２－１に示したとおり、農産物は輸出品目としてもかつては高い割合を占めていた

が、現在は市場価格の下落等により主に国内消費用に生産されており、近年、GDPに貢献して

いる輸出農産物のほとんどは綿花である。他方、輸出品目の中で、特に金の占める割合が大幅

に増大しており、2008年から2010年の3年間の間に輸出品目に占める農産物の割合が63.5％から

26.3％に減少したのに対し、金は29.9％から72.4％へと大幅に増加している。 
 

表２－１ 輸出品目とその総額の推移 
（百万米ドル） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：UN Comtrade） 

2008年 2009年 2010年
金 121,5 379,8 883,7
綿花 196,4 249,4 223,4
油性種／果実 41,2 60,4 71,1
ウシ科動物 20,7 14,3 8,2
タバコ 9,6 2,9 6,8
ナッツ類 4,0 3,0 8,1
果物 4,4 3,3 5,4
トウモロコシ 2,3 4,1 6,1
油かす／固形残留物 2,9 4,2 4,6
鉄／非合金鋼 3,2 5,4 2,9
総額 406,2 726,8 1220,3
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国内消費向け食糧生産については、急激な人口増加や周辺国からの難民の流入により食糧需

要は増加しているものの、近年の気候変動により頻発する旱魃やバッタの襲来といった自然災

害、また灌漑インフラの未整備・拡張の遅れ、農業資機材の投入不足等の農業開発上の問題に

より、依然として天水に依存した小規模農業が主流となっており、降雨量などの気象条件に大

きく左右される不安定な農業生産が行われている。このため食料安全保障という観点からも、

食糧生産の安定化が喫緊の課題となっている。 
 

２－１－２ 自然環境条件 
「ブ」国は西アフリカのサバンナ地帯にある内陸国であり、北はマリ、南西はコートジボワ

ール、南はガーナ、トーゴ、ベナン、東はニジェールの6カ国と国境を接する。またスーダン－

サヘル気候帯に属しており、緯度によって南部スーダン地帯、北部スーダン地帯、サヘル地帯

の3つに分類されており、それぞれの気候地帯で年間降水量、降雨期間などが異なる。 
図２－２は3地帯別の気候図を、表２－２はそれぞれの気候地帯の特色を示している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：Direction de météorologie） 

図２－２ 「ブ」国の気候図 

 

ワガドゥグ

ボボ・デュラッソ
サヘル気候 

北部スーダン気候 

南部スーダン気候 
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表２－２ 気候地帯別の特色 

 
位置 

年間平均 
降水量 

降雨期間 特色 

南部スーダン 
地帯 

北緯11℃30’以南 900～1,200 mm 6～7カ月 河川に沿って形成される森

林地域 

北部スーダン 
地帯 

北 緯 11 ℃ 30’ ～
14° 

600～900 mm 4～5カ月 濃緑の木本、草本植物が生息

サヘル地帯 北緯14℃以北 300～600 mm 3カ月 ステップ性の低灌木が生息 
（出典：AQUASTATを参照して作成） 

 
表２－２に示されたとおり、気候分域により降水量が異なる。表２－３は各気候地帯に位置

する観測地点における年間降水量の推移を示している。 
 

表２－３ 気候地帯別の年間平均降水量の推移（2004～2008年） 
（単位：mm） 

 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：AQUASTAT） 

 
乾燥に強いソルガムやミレットは降雨量の少ないサヘル地帯でも栽培可能であるが、雨量の

多い南部スーダン地帯などではトウモロコシやコメの栽培が盛んに行われている。またトウモ

ロコシについては、全国生産量の70％以上がオーバッサン地方、カスカド地方、ムウン地方、

中西部地方で栽培されている。一方でコメはオーバッサン地方、カスカド地方、ムウン地方、

中東部地方で栽培が盛んである。 
 

２－１－３ 土地利用状況 
「ブ」国の国土面積は2700万haで、国土の約に40％に当たる約1200万haが可耕地に分類されて

いるが、実際に耕作されているのは約590万haにとどまる。つまり「ブ」国では全国土の約21％
しか耕作が行われていない状況である（表２－４）。 

 

気候区分 計測地点（地方名） 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 平均
平均

降雨日

Gaoua（南西地方） 1074 901 1201 912 980 1050 85
Bobo Dioulasso（オーバッサン地方） 841 819 1105 934 1076 981 90
Pô（中南地方） 935 1078 1080 1230 977 994 78
Boromo（ブクルデュ・ムウン地方） 874 764 829 839 1136 852 77
Fada N'Gourma（東部地方） 889 841 840 757 1074 843 68
Dédougou（ブクルデュ・ムウン地方） 707 777 916 813 743 786 69
Ouagaugou（中央地方） 772 840 597 660 750 704 64
Ouahigouya（北部地方） 596 575 648 936 759 682 56
Bogandé（東部地方） 550 877 441 501 604 599 54

サヘル Dori（サヘル地方） 311 722 397 519 504 488 46

南部
スーダン

北部
スーダン
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表２－４ 「ブ」国の土地利用状況（2009年） 

 面積（百万ha） 比率（％）

国土面積 27.42 100 
陸地 27.36 99.7 
可耕地 11.96 43.6 
耕作地 5.9 21.5 
灌漑可耕地 0.3 0.1 

（出典：FAOSTAT） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：FAOSTAT） 

図２－３ 「ブ」国の可耕地と耕作地の面積の推移 

 
 

図２－３が示すように、ここ数年間の「ブ」国の可耕地と耕作地は共に増加傾向にはあるも

の、増加幅はさほど大きくない。また、1998～2008年の間のデータによると、一人当たりの耕

作面積は0.96haから0.85haへと減少している3。 
 

２－１－４ 食糧事情 
（1）食糧作物の生産概況 

「ブ」国の主要食糧作物としては、ソルガム、ミレット、トウモロコシ、コメが挙げら

れる。また、その他の食糧作物としてマメ類のササゲ（ニエベ）、イモ類のヤムイモ、サツ

マイモなどが栽培されている。 
表２－５は「ブ」国の主な食糧作物の生産量の推移を示している。 

 

                                                        
3 Plan strqtégique filière sésame（MAHRH, 2009） 
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表２－５ 主要食糧作物の生産量 
（単位：t） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：国家人口統計局及び農業統計総局データ） 

 
表２－５から、ここ数年間において穀物ではトウモロコシとコメの生産量が、その他の

作物ではヤムイモ、サツマイモの生産量が大きく増加しているのがわかる。 
他方、「ブ」国では輸出用換金作物としては綿花、ゴマ、ラッカセイなどが多く栽培され

ているが、これらの耕地面積は農地全体の19％となっており、残りの81％はソルガム、ミ

レット、トウモロコシ、コメなどの食糧作物栽培に充てられている。このように「ブ」国

農業は食糧作物の栽培が中心となっているが、低い土壌肥沃性、天候や病害虫からの被害、

農業資機材（肥料、農機、改良種子等）の投入不足が原因となり、農業生産性は低い状態

にとどまっている。 
    

次に主要穀物の耕地面積と単収を図２－４、２－５に示す。 
 
   

（出典：FAOSTAT）

図２－４ 主要穀物の耕地面積の推移 

 （出典：FAOSTAT）

図２－５ 主要穀物の単収の推移 
 

耕地面積については、各主要穀物ともに微増ながらも増加傾向にある。他方、単収につ

いては全般的に低い。トウモロコシとコメについては単収の変動が大きく、2008年以降は

単収の減少が見られ、それぞれ1.5トン/ha、2トン/haにとどまっている。一方でソルガム、

ミレットに関しては単収の伸びが見られずほぼ一定を保っているが、これは両穀物が降雨

量の変動に左右されにくいからであると推察される。つまり「ブ」国の主要穀物の単収は、

降雨量の変動に大きく影響を受けているため不安定な傾向を示しているといえる。このた

2006/07年 2007/08年 2008/09年 2009/10年 2010/11年 2011/12年
ソルガム 1,515,774 1,507,162 1,875,046 1,521,468 1,990,227 1,505,543
ミレット 1,175,038 966,016 1,255,189 970,927 1,147,894 828,741
トウモロコシ 866,664 533,874 1,013,634 894,558 1,133,480 1,076,753
コメ 113,724 68,916 195,102 213,584 270,658 240,866

穀物合計 3,671,200 3,075,968 4,338,971 3,600,537 4,542,259 3,651,903
ササゲ 436,156 253,190 537,680 453,629 626,113 441,015
ヤムイモ 22,157 19,684 43,295 80,868 97,630 99,730
サツマイモ 81,434 61,916 73,221 81,499 92,520 140,061

その他作物合計 539,747 334,790 654,196 615,996 816,263 680,806
総計 4,210,947 3,410,758 4,993,167 4,216,533 5,358,522 4,332,709
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め単収の安定化に向けて灌漑耕地の拡大が進められているものの、いまだに進展が遅れて

おり（耕地面積の5％）、さらに肥料等の農業資機材の投入不足等もあり、単収の安定的増

加は見られない状況である。 
    

続いて、その他の作物の耕地面積と単収を図２－６、２－７に示す。 
 
   

（出典：FAOSTAT）

図２－６ その他の作物の耕地面積の推移 

 （出典：FAOSTAT）

図２－７ その他の作物の単収の推移 
 

その他の作物については、ササゲの耕地面積が大きく拡大してきていることがわかる。

しかしながら、単収の増加が見られないことから、肥料等の投入促進による土壌改善の必

要性は高いといえる。特に、ササゲは農地の地力維持に貢献し、また良質の植物性タンパ

ク質の供給源ともなっているため、主要穀物を補完するうえで大変に重要な作物である。

また、ゴマ、ラッカセイなどと同様に西アフリカ域内では換金作物としても扱われている

ことから、その重要性は大変に高いといえる。また単収の増加が見られるゴマも換金作物

として、農村部での貧困削減への貢献が期待できる作物であり、今後より一層の生産量の

拡大が必要とされている。 
 

（2）食糧流通と国内需給状況 
表２－６に主要穀物の作物別需給バランスを示す。 

 



 

－13－ 

表２－６ 主要穀物の需給バランス（2005～2009年） 
（単位：t） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：FAOSTAT） 

 
表２－６に示されたとおり、コメ以外のソルガム、ミレット、トウモロコシなどの穀物

は、ほぼ100％の国内需給率を達成している。次に、｢ブ｣国の農業・水利省の統計によるミ

レット、ソルガム、トウモロコシ、コメなどの主要穀物の生産量合計から算出した食糧自

給率を表２－７に示す。｢ブ｣国の農業開発計画における栄養改善の目標摂取カロリーを

2,500kcalとしていることから、その70％を穀物から摂るとした場合の穀物必要量（215kg/
人/年）を需要量として計算した。 

 
表２－７ 食糧自給率の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：農業・水利省） 

A. 生産 B. 輸入 C. 輸出 D. 在庫変化量

E. 国内消費

仕向け量
(A+B-C+D)

F. 自給率

(A/Ex100)

ソルガム 2005 1 553 000 0 5 000 0 1 548 000 100%

2006 1 516 000 0 11 000 0 1 505 000 101%

2007 1 507 000 0 6 000 118 000 1 619 000 93%

2008 1 875 000 0 0 -200 000 1 675 000 112%

2009 1 521 000 0 3 000 200 000 1 718 000 89%

ミレット 2005 1 196 000 0 7 000 -50 000 1 139 000 105%

2006 1 175 000 14 000 2 000 -50 000 1 137 000 103%

2007 966 000 1 000 0 205 000 1 172 000 82%

2008 1 255 000 1 000 0 -50 000 1 206 000 104%

2009 971 000 0 0 30 000 1 001 000 97%

トウモロコシ 2005 799 000 2 000 2 000 -180 000 619 000 129%

2006 867 000 5 000 13 000 -100 000 759 000 114%

2007 554 000 21 000 11 000 325 000 889 000 62%

2008 1 014 000 3 000 11 000 -300 000 706 000 144%

2009 895 000 10 000 15 000 0 890 000 101%

コメ 2005 62 000 212 000 0 0 274 000 23%

2006 76 000 196 000 0 0 272 000 28%

2007 46 000 153 000 0 0 199 000 23%

2008 130 000 141 000 0 0 271 000 48%

2009 142 000 280 000 1 000 0 421 000 34%

年度 人口（人）
A. 需要量

(人口x215kg)
B. 生産量

(t)
過不足(B-A)

(t)
自給率

(B/Ax100)

2006/07 14 017 262 3 013 711 3 334 716 321 005 111%

2007/08 14 451 797 3 107 136 2 724 975 -382 161 88%

2008/09 14 899 802 3 203 457 3 917 975 714 518 122%

2009/10 15 361 696 3 302 765 3 251 841 -50 924 98%

2010/11 15 837 909 3 405 150 4 029 545 624 395 118%

2011/12 16 328 884 3 510 710 3 641 181 130 471 104%

合計 19 542 930 20 900 233 1 357 303 107%
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表２－７からは、全国的な食糧自給率はほぼ毎年100％を超えており、国内生産量だけで

需要量を満たしていることがわかる。しかしながら、頻発する旱魃、不安定な降雨量及び

バッタの食害などにより食糧生産量が激減する危険性は依然高く、また年ごと及び地方ご

との食糧生産量の格差が激しいことも懸念事項の一つである。事実、全国の穀物生産の70％
以上が集中する地域（オーバッサン地方、カスカド地方、ムウン地方、中東部地方）で生

産した作物を生産量の少ない地域（サヘル地方、中部地方、中南部地方、北部地方）に供

給して、食糧不足分を補っているのが現状である。表２－８は2011～2012年度の各地方別

の主要穀物の生産量とその比率を示している。 
 

表２－８ 地方別の食糧作物生産状況（2011～2012年度） 
（単位：t） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：農業・水利省） 

 
また僻地にある農村部では、交通インフラの整備が行われていないため、食糧流通が滞

ってしまうケースが多く見られる。この場合、食糧の輸送費、もしくは食糧を備蓄してお

くための倉庫の建設費及び管理費等のコストが発生するため、食糧価格が通常よりも高騰

する。こうした事情下において、特に貧困農民はその購買力の低さから食糧にアクセスで

きないという事態が発生する。 
つまり国全体の食糧自給は達成してはいるが、食糧生産量及び交通インフラの整備の度

合いは各地方によって大きな格差があり一様ではないため、全国的に公平かつ効率的な食

糧分配システムが導入・実施されない限り、食料安全保障という観点からは大きな課題が

残る。 
 

中部地方 34 120 2% 11 712 1% 8 620 1% 2 343 1% 56 795 2%

中央台地地方 102 524 7% 28 759 3% 28 769 3% 8 119 3% 168 171 5%

中北部地方 107 168 7% 64 232 8% 12 090 1% 6 810 3% 190 300 5%

中西部地方 178 257 12% 66 555 8% 103 174 10% 6 234 3% 354 220 10%

中南部地方 80 333 5% 37 676 5% 54 777 5% 15 099 6% 187 885 5%

サヘル地方 53 883 4% 125 383 15% 1 065 0% 1 438 1% 181 769 5%

ムウン地方 273 126 18% 189 721 23% 182 011 17% 41 753 17% 686 611 19%

東部地方 152 009 10% 67 919 8% 60 185 6% 17 547 7% 297 660 8%

中東部地方 148 991 10% 58 919 7% 71 883 7% 47 680 20% 327 473 9%

北部地方 91 106 6% 81 614 10% 3 449 0% 2 340 1% 178 509 5%

南西部地方 88 603 6% 46 515 6% 71 439 7% 13 504 6% 220 061 6%

オーバッサン地方 170 382 11% 39 498 5% 332 461 31% 51 297 21% 593 638 16%

カスカド地方 25 041 2% 10 239 1% 146 830 14% 26 702 11% 208 812 6%

全国合計 1 505 543 100% 828 742 100% 1 076 753 100% 240 866 100% 3 651 904 100%

ソルガム ミレット トウモロコシ コメ 合計
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２－１－５ 農業セクターの課題 
「ブ」国の農業セクターの最大の課題は農業の低生産性である。この低産性を生み出してい

る原因を以下に整理する。 
第一に、灌漑耕地及び灌漑インフラの整備の遅延があげられる。先述したように「ブ」国の

農業生産性は気候条件、特に不安定な降水量に大きく左右される傾向がある。これは天水に依

存する「ブ」国の原始的な農業形態に起因するものであるが、安定的な農業水を確保するため

には、灌漑耕地を拡大して、灌漑インフラの整備を進めていく必要がある。しかしながら「ブ」

国の灌漑耕地の面積は、全耕作地のわずか5％を占めているにすぎず、結果、安定的な農業作物

の供給が困難な状況にある。「ブ」国政府は灌漑耕地の拡大を進めるべく、農村開発戦略（SDR）

や国家稲作振興戦略（NRDS）などの農業政策を打ち出し、灌漑耕地や農業水利整備の推進に努

めているが、今後も同方針に従い効果的に農機の投入を行うなどといった施策を通じて効率的

に灌漑整備を進めていく必要がある。 
第二に、深刻な土地疲弊の問題がある。｢ブ｣国の土地、特に中央から北部地方にかけての一

帯は全般的に養分の少ない土壌質であるうえに、人口増加に伴う休耕期間の短縮により十分な

地力の回復が困難な状況にある。このため土地の疲弊度が高く、良質の肥料投入によって地力

の回復に努める必要がある。しかしながら、｢ブ｣国では一部リン酸肥料を除いて、ほぼすべて

の肥料を輸入に頼っている。 
図２－８は「ブ」国の肥料輸入量の推移を示している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：FAOSTAT） 

図２－８ 肥料輸入量の推移 

 
図２－８に示されたように、窒素肥料については輸入量の増加傾向が見られる。これは「ブ」

国における肥料の需要量が増加しているためであるが、1ha当たりの肥料（NPK、尿素）の平均

使用量は9kgと依然として少ない状況である。また、特に施肥が行われるのは綿花などの換金作

物であり、食糧作物に対してはより少ない量の肥料しか投入されていないのが実情である。加

えて、肥料の輸入依存度が高いため、価格も高く、多くの小規模農民にとっては入手が困難な

状況にある。 
表２－９はオーバッサン地方のボボ・デュラッソの肥料販売店において肥料の市場価格につ
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いてヒアリング調査を行った結果を示している。 
 

表２－９ オーバッサン地方における肥料の市場価格（一袋/50kg） 

 
 
 
 
 
 
 

（出典：調査団ヒアリング結果） 

 
こうした状況を受けて「ブ」国政府はドナーからの支援を得て、様々な補助金プログラムを

実施して貧困農民による肥料へのアクセスを支援している。しかしながら、政府支援によって

供給された肥料の量は、主要作物栽培における需要の2.8％程度とされており、貧困農民の肥料

へのアクセスが改善されたとは言い難い4。「ブ」国の農家の大部分が貧困農民であることから、

貧困農民の肥料アクセスの促進が今後、農業生産性を向上させるためには必要不可欠である。 
第三に、労働生産性の低さといった課題がある。農業では耕起、植付、除草、収穫、脱穀、

運搬といった労作業が要求されるが、これらの作業をすべて家族経営で賄うのには限界がある。

結果、収穫期までに作業を完了させる必要性から賃金労働者を雇うこととなりコストがかかっ

てしまう。そこでこうした労働生産性の向上といった問題を解決するために、「ブ」国政府によ

って農業の機械化が進められている。「ブ」国では一般的に農家の農機保有率が大変に低く、ま

た主に農業の機械化と呼ばれているものは家畜による鋤耕作であり、トラクターなどの農機所

有率はわずか1％未満にとどまる。また農機販売店の数も少なく、農機市場が未発達の状態であ

るため、スペアパーツの交換等の維持管理体制、また農機の使用方法に関する研修体制も整備

されていない。農機に関しては主に政府のデモンストレーション用の購入、大型の事業主によ

る購入、そして農民組織による共同購入が行われている状況であり、農機自体が高価なことと、

農村金融の未整備などが原因となり個人農家による購入は大変に困難である。表２－10は「ブ」

国の主な農機の輸入・販売量の推移を、表２－11は主な農機の市場価格を示したものである。 
 
表２－10 主な農機の輸入・販売量の推移（台） 表２－11 主な農機の市場価格 

   

 

 

 
（出典：農業・水利省）

（出典：農業・水利省）   

                                                        
4 Opération engrais à prix subventioneés（ DGPV） 
 

肥料品目 小売価格(CFCA) 原産国 対象作物
尿素 18,500 ガーナ トウモロコシ、コメ

18,500 コートジボワール トウモロコシ、コメ
NPK 16,000 ガーナ トウモロコシ、コメ

16,000 コートジボワール トウモロコシ、コメ
16,750 ブルキナファソ トウモロコシ、コメ

尿素 18,000 フランス トウモロコシ、コメ
NPK 17,750 コートジボワール 綿花

ボボ・デュラッソ
肥料販売店A

ボボ・デュラッソ
肥料販売店B

耕耘機 播種機
2007/08年 5 6
2008/09年 328 1
2009/10年 119 2
2010/11年 14 23
2011/12年 23 3
合計 489 35

市場価格（CFCA）

耕耘機 1,800,000
播種機 200,000
脱粒機 3,500,000
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以上、3点が「ブ」国の農業の低産性に係る課題である。これらに加え、輸送インフラの未整

備、貧困農民への市場情報の提供と価格交渉力の向上等といった問題は、農業セクターの課題

であると同時に、食料安全保障という観点からも大きな課題となっている。 
 
２－２ 貧困農民、小規模農民の現状と課題 

２－２－１ 貧困状況と農民分類 
「ブ」国は国連開発計画（UNDP）の人間開発指数で182カ国中177位（2009年）に位置づけら

れており、世界で最も貧しい国の一つである。「ブ」国の「成長の加速化と持続的開発戦略文書

（SCADD）」では、年収108,374 FCFA以下で生活している人々を貧困層として定義しており、そ

の割合は43.9％である（2009～2010年）。 
図２－９に「ブ」国の地方別の貧困層の割合の推移（2003年、2009年）を示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：「成長の加速化と持続的開発戦略文書（SCADD）」） 

図２－９ 地方別貧困層の割合の推移 

 
図２－９に示したとおり、地方別に貧困率を見ると、首都圏である中部地方が20％ほどで最

も低く、北部地方が68％ほどで最も高くなっている。またオーバッサン地方と東部地方を除い

た全地方では、2003年と比べて2009年の貧困層の割合が低くなっており、特に中南部地方と中

央台地地方ではそれぞれ19.4％、15.7％の貧困層の減少が見られ、貧困状況は大きく改善してい

る。以上から、「ブ」国の貧困状況は地方差はあるものの全般的に改善していることがうかがえ

る。 
農民の大多数を占めている貧困農民は、一家族平均10人で3～6ha程度の耕地を所有し、雨期

の降雨を利用して穀物の天水栽培を行っており、農業生産性とそれに伴う収益は不安定な状況

にある。 
表２－12の各貧困指標が示すとおり、「ブ」国の貧困状況は2003年以降、一定のレベルで改善

傾向を示しているといえる。 
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表２－12 「ブ」国の貧困状況の推移 

 
貧困基準額5

（FCFA） 
貧困層の 
割合（％）

貧困基準から

の 平 均 乖 離 6

（％） 

貧困層におけ

る 不 平 等 度 7

（％） 

1994／95年 41,099 44.5 13.9 6 

1998年 72,690 45.3 13.7 5.9 

2003年 82,672 46.4 15.6 7.1 

2009／10年 108,374 43.9 14.4 6.5 
（出典：「成長の加速化と持続的開発戦略文書（SCADD）」） 

 
次に、表２－13で居住地域別の貧困層の割合の推移を示す。 

 
表２－13 居住地域別の貧困層の割合の推移 

（単位：％） 

 1994年 1998年 2003年 2009年 

農村部 51 51 52.3 50.7 

都市部 10.4 16.5 19.9 19.9 

国全体 44.5 45.3 46.4 43.9 
（出典：「成長の加速化と持続的開発戦略文書（SCADD）」） 

 
「ブ」国では、貧困層の9割以上は農村部で生活しており、表２－13に示されたとおり、都市

部と比べて農村部の貧困率はより一層深刻である。ただし、近年、農村部から都市部へ人口の

移動が多く、農村部の貧困層の割合が減少しているのに対して、都市部の貧困層は増加傾向に

ある。 
 
２－２－２ 貧困農民、小規模農民の課題 

「ブ」国では農業従事者のほとんどが貧困農民に属している。そのため貧困農民の最大の課

題は、前述した農業セクターの課題と重複しており、農業生産における貧困農民の低生産性に

あるといえる。「ブ」国の貧困農民は、十分な農業資機材の投入ができないため農業生産量が増

加せず、その結果、収入が増加しないため、貧困に留まるという悪循環の中にいる。 
「ブ」国政府は、貧困農民の抱える問題を①不安定な降水量、②不十分な水資源管理、③土

壌肥沃性の低下、④不十分な家族経営の強化、⑤農機所有率の低さ、⑥農民の組織化の遅延、

⑦農業資機材の高価格、の7つに整理して認識しており、これらの問題の改善に向け、各種プロ

グラムを実施している。 
特に食糧危機の影響で農業製品の価格高騰が発生した2008～2009年には、貧困農民の肥料へ

のアクセスを確保するために、10,000トンの稲作用肥料（NPK7,000トン、尿素3,000トン）を補

                                                        
5 「ブ」国政府が設定する基準額で、年間収入がこの額を下回る層を貧困層と定義している。 
6 貧困層における貧困基準からの平均乖離。例えば2003年であれば、貧困基準額の82,672FCFAを15.6%下回る69,775FCFAが貧困

層の平均年間収入となる。 
7 貧困層における不平等度の割合。値が高くなると、最貧困層の貧困基準額からの乖離が大きくなっていることを示す。 
 



 

－19－ 

助金付で提供するなど、2KRと類似した支援も実施している。 
 
２－３ 上位計画（国家開発計画／農業開発計画） 

「ブ」国の上位の国家開発計画としては「長期国家開発計画（Burkina 2025）」、「貧困削減戦略

（CSLP 2000～2010年）」及び「成長の加速化と持続的開発戦略（SCADD 2011～2015年）」が、農

業開発計画としては「農村開発戦略（SDR）」及び「農業・農村開発セクター戦略（PNSR）」が策

定され、これらの指針に沿ってさまざまな開発事業が実施されている。 
以下、上記の各上位計画の概要を整理する。 

 
２－３－１ 国家開発計画 
（1）長期国家開発計画（Burkina 2025） 

2005年に「ブ」国では、2025年を目標年次とした長期国家開発計画「Burkina 2025」が策

定され、国家開発戦略及びセクター開発戦略の最上位計画として位置づけられた。また同

計画では、①域内経済統合の推進、②競争力のある経済による繁栄の実現、③暮らしの質

の向上、の3点が国家のめざす方向性として示された。 
他方、農業セクターについては、国家経済の成長のための重要産業と位置づけたうえで、

綿花生産への依存から脱却し、サービス業の推進、農産加工産業の発展による農業の多様

化と雇用の創出、工業原料用としての農産物輸出、経済成長手段の多様化を進めることで

外貨獲得を推進することが目標として設定されている。 
 

（2）貧困削減戦略（CSLP 2000～2010年） 
「ブ」国政府は、UNDPの指導のもと「貧困対策戦略文書（仏語は、Cadre Stratégique de la 

Lutte contre la Pauvreté：CSLP）」を策定し、2000年に国際的に承認された。同戦略では、以

下の4指針を軸として実施された。 
① 公平な経済成長の促進：目標として年7～8％の経済成長 
② 貧困層の基礎的社会保障の確保：教育、保健、水の供給などの基本サービスの向上 
③ 貧困層の雇用機会確保と所得の創出：農業、畜産を中心とした産業の振興 
④ 適切なガバナンスの促進：地方分権化、司法・財政分野、貧困削減のための予算配分 

CSLPの中で、農業セクターは「ブ」国の経済成長の主たる原動力であるとして貧困削減

のための優先セクターとして位置づけられた。また、特に農業サブセクターにおいては、

食糧作物、綿花、果菜・野菜類、油糧作物生産における課題についても言及されている。

さらに、CSLPの実施の結果、貧困削減に対して一定の貢献は為し得たものの、農業の低生

産性とそれに伴う貧困率の高止まりなど、引き続き、対処すべき課題が提示された。 
このCSLPは、引き続き、2004年12月に第2次CSLP（2003年）として改定され、貧困の地

域格差を新たな課題と設定して、現状に照らしたより具体的なアクションプログラムの提

示が行われ、実施に移された。 
 

（3）成長の加速化と持続的開発戦略（SCADD 2011～2015年） 
2010年の第2次CSLPの終了を受け、「ブ」国政府は対象期間を2011～2015年とする新たな

国家開発戦略である「成長の加速化と持続的開発戦略（Stratégie de la Croissance Accélérée et 
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du Développement Durable：SCADD）」を策定した。同戦略は、従来の開発戦略に比べて特

に経済成長を重視しており、対象期間中（5年間）の年間平均成長率は10％に設定されるな

ど大変に野心的な目標設定が行われている。 
また同戦略においても、CSLPの方針が踏襲されており、農業セクターは成長の加速化の

優先セクターとして位置づけられ、農業セクターの近代化の三本柱として、①インフラ整

備、②農産物加工ユニットの促進、③家族経営への優先的な支援が今後、優先して取り組

むべき課題として提示されている。さらに、2011～2015年の5年間で、農村開発セクターの

成長率が10.7％と設定されており、以下の課題改善により達成をめざすものとされている。 
① 食糧の生産増加、生産性の向上、食糧の多様化を通じた食料安全保障の安定化及び食

糧維持管理体制の改善 
② 農村部における食料品加工及び市場へのアクセス改善を通じた収入増加の推進 
③ エコ市民の促進、農業のグッドプラクティスの共有、自然資源の統合管理の推進を通

じた自然資源の持続的管理及び持続的開発の確保 
④ 農業関係者の連携強化及び能力強化 
⑤ インフラ開発を通じた安全な水供給の強化及び研修を通じた施設維持管理の能力強化

と衛生教育の実施 
 

２－３－２ 農業開発計画 
（1）農村開発戦略（SDR） 

「ブ」国政府は、2004年に農牧業の振興と天然資源の適切な管理により農村部の経済発

展と貧困対策に資することを目的に、またCSLPを実現するための戦略として農村開発戦略

（Document de Stratégie de Développement Rural-A l’horizon 2015-：SDR）を策定した。同戦

略では、取り組むべき課題として以下の7つの戦略軸を挙げている。 
① 農業、畜産、林業、水産物、家畜の生産増加、多様化及び強化 
② 生産と市場のつながりの強化 
③ 収入手段の多様化 
④ 飲料水供給と下水処理の改善 
⑤ 天然資源の持続的管理の確立 
⑥ 開発に係る関係者の能力強化とそれを促進するための体制構築 
⑦ 農村部の女性や若者の経済状態、社会的地位の改善を目的としたジェンダーアプロー

チの推進 
    

また農業サブセクターについては、戦略軸①「農業、畜産、林業、水産物、家畜の生産

増加、多様化及び強化」の中で、農産物生産の項目を取り上げ、以下の8つを優先行動とし

て提示している。 
① 生産者への助言支援及び研究開発 
② 農業水利及び灌漑農業開発／基盤整備 
③ 成長セクターの促進 
④ 農業加工業の発展 
⑤ 農業機械化及び土壌肥沃化総合管理による生産強化 
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⑥ 土地へのアクセスの安全性の改善 
⑦ 銀行及びマイクロクレジット会社のクレジットへのアクセス条件の改善 
⑧ 資源管理法の改善及び牧畜地帯の活用 

    
なお、上記8つの取り組みについては、農業・水利省だけでなく、動物資源省等の他省庁

との連携を通して効率的な実施に努めている。 
 

（2）農業・農村開発セクター戦略（PNSR） 
農業・農村開発セクター戦略（Programme National du Secteur Rural：PNSR）は、2011～2015

年の5年間でSDRの成果の強化と新たな課題への対応を図るために策定された農業開発戦略

であり、「ブ」国政府にとって唯一の農村開発セクター政策文書として位置づけられている。

また、PNSRはSCADD及びSDRの実行計画文書としても認識されている。 
PNSRの上位目標は、「農村の持続的開発の基礎を強化することで国家の経済成長に貢献

するとともに、農村の貧困削減及び食料安全保障にも貢献する」ことであり、この下に、

以下の6項目の下位目標を設定している。 
① 農村開発セクターの二桁成長の達成 
② 食糧及び栄養価の安全保障と自給率の改善 
③ 農村の収入増加 
④ 自然資源の持続的開発・管理の推進 
⑤ 安全な水へのアクセスと衛生設備へのアクセスの改善 
⑥ 農村開発セクターの関係者のパートナーシップの推進と能力強化 

    
PNSRプログラムのもとには、4つの戦略軸、12のサブプログラム及びアドミニストレー

ション・プログラムが一つ設定されている。 
本計画との関連性でいえば、戦略軸１の「食料安全保障並びに食糧自給の改善」と戦略

軸２「農村住民の収入向上」が直接関係しており、これらの戦略軸に沿って、関連省庁機

関の関係部局がプログラム／プロジェクトの企画・立案・実施を担うこととなる。 
 
２－３－３ 本計画（貧困農民支援）と上位計画の整合性 

「ブ」国はSCADDの中で貧困者の購買力の改善を通じた経済成長の加速化と持続的成長を開

発目標として設置しているが、実際にSCADDを推進していくうえで農業セクターを最重要視し

ており、同セクターを「加速成長の柱の展開」と名付けられた主軸１の活動に位置づけている。 
またSDRでは、戦略軸１「農業、畜産、林業、水産物、家畜の生産増加、多様化及び強化」の

中で、土壌の肥沃化に向けた統合的管理、農業の機械化の発展、農業関連加工業の発展、貸付

へのアクセス条件の改善などを農業セクターにおける優先活動として提示している。 
さらにPNSRでは、食糧及び栄養安全保障、強い経済成長並びに貧困削減への持続的貢献が戦

略目標として掲げられているが、その中の戦略軸１（食料安全保障並びに食糧自給の改善）の

サブプログラム1.1（農業生産の持続的開発）の中で農業資機材（肥料、農機）の投入による農

村貧困の改善が明確化されている。 
本計画による農業資機材（肥料、農機）の供与は上記の「ブ」国の上位計画の方針と合致し
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ており、更にはSDR、PNSRなどで提示された農業セクターの課題の解決にも寄与すると考えら

れる。 
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第３章 当該国における2KRの実績、効果及びヒアリング結果 
 
３－１ 実 績 

｢ブ｣国に対するわが国の2KR援助は1983年に開始され、2001年まで19年間にわたり実施された。

その後、食糧増産援助から貧困農民支援への改編に伴う実施方法の見直しなどを経て、2004年度

の調査で再開し、さらに2006年度も実施された。なお、1983～2006年度までのE/N額累計は61億1000
万円である。 
 

表３－１ 2KRの供与実績 

（単位：億円） 

 
1983-1998
（計） 

1999 2000 2001 2004 2006 合計 

E/N額 
（億円） 

45.5 3.5 3.0 3.0 2.8 3.3 61.1 

品目 
肥料/農薬/ 

農機 
肥料/農薬/ 

農機 
肥料/農薬/

農機 
肥料/農薬/

農機 
肥料 肥料  

（出典：JICA/2KR調達実績） 

 
過去5年間（1999年度から2001年度及び2004年度、2006年度）における供与合計金額は、表３－

１に示されているとおり15億6000万円であり、調達品目は肥料、農薬、農機である。ただし、2004
年度以降は肥料のみの調達となっている。 

品目ごとの調達比率は金額ベースで肥料が65％、農薬が35％、農業機械が2％である（1985～2004
年度8）。 

肥料は、尿素及びNPK14-23-14を調達している。ソルガム、ミレット、トウモロコシ、イネ、キ

ャッサバ、ササゲ（ニエベ）といった食用作物の生産に使用されてきた。 
農薬については、除草剤や殺虫剤が調達されており、いずれも国家防除用に使用されてきた9。 
農機については、籾摺り精米機とコーン脱粒機、農薬防護具類が調達されてきた。対象農家の

購買力が低く販売するのが困難であったため、数年間在庫が残っていたことがあったが、2004年
にすべて販売が完了している。 

また2006年度の2KRについては、調達肥料〔尿素、NPK（14-23-14）〕4,138トンが2007年11月に

「ブ」国に全量到着し、欠損分を差し引いた4,117.9トンが先方政府によって受領され、2008年7月
までに全量が販売されている。 
 
３－２ 効 果 

３－２－１ 食糧増産面 
食糧増産効果を図る指標としては、食糧作物の生産量の増加、単収の増加、耕地面積の増加、

食糧自給率の向上などが挙げられるが、以下、2KRが開始された1983年度以降、5年ごとの主要

な食糧作物の生産量推移（図３－１）及び単収の推移（図３－２）を示す。 

                                                        
8 1983、1984年度のデータは所在不明。 
9 外務省による見直しの結果、2002年12月に2KRによる農薬調達は中止されている。 
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（出典：FAOSTAT） 

図３－１ 主要食糧作物の生産量の推移（1983～2010年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典：FAOSTAT） 

図３－２ 主要食糧作物の単収の推移（1983～2010年） 

 
農業生産は、降雨量等の気候条件、灌漑設備等のインフラ整備の状況、生産技術取得等の農

民の能力レベル、農業組合等の農民の組織化の進展度合い、農民のクレジットへのアクセス状

況、作物の流通・市場の形成状況など、さまざまな要素によって変動するものであり、2KRの調

達資機材による純粋な食糧増産効果を測定することは本来困難である。ただし、図３－１及び

図３－２に見られるように、｢ブ｣国全体としての主要食糧作物の生産量、単収共に増加傾向に

ある。また、農業・水利省が州局の協力のもと、北部州、東部州、オーバッサン州の3州で実施
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した2KRプログラムの効果に関するモニタリング・評価の結果10によると、いずれの州でも2KR
の調達資機材は主要な食糧作物の単収に対して大きな増産効果をもたらしたとの結論が報告さ

れている（表３－２を参照）。 
 

表３－２ 2KR調達肥料による主要作物の増産効果 

単収（kg/ha） 
州名 作物名 

無施肥の場合 
2KR 肥 料 を 施

肥した場合 

増産効果 

ソルガム 600 800 （+）33％北部州 

ミレット 550 750 （+）36％

トウモロコシ 1,015 1,450 （+）43％

コメ 1,120 1,720 （+）54％

東部州 

ササゲ 607 810 （+）33％

オーバッサン州 トウモロコシ 1,334 2,073 （+）55％
（出典：DGPV） 

 
表３－２に示されたとおり、いずれの州においても2KRの調達肥料を使用した場合に、主要作

物の単収に30～50％の増量が見られることから、2KRの調達肥料が主要作物の単収の増加に大き

く貢献していることが確認できる。以上より、2KRは「ブ」国に大きな食糧増産効果をもたらし

たということができる。 
 

３－２－２ 貧困農民、小規模農民支援面 
（1）2KR調達資機材による支援 

第2章で述べたように、「ブ」国の貧困層の9割以上は農村部で生活している。つまり大部

分の農民が貧困層に該当することになり、 2KRの資機材は原則として農民組織に購入され、

使用されてきた経緯から、貧困農民、小規模農民に対して一定の支援を行ってきたといえ

る。 
2KRでは肥料を中心とした調達資機材を市場価格よりも安価に販売しており、これにより

購買力の低い小規模農民に対して品質の確保された資機材を安価に購入できる機会を提供

してきた。また購入者である農民はこの機会を利用して資機材の効果を知り、継続的な資

機材の購入へのモチベーションが付与されたという効果も生んでいる。 
農民は、安価に購入した資機材によって生産量が上がれば、増産分を販売に回し、これ

により収入増加の効果が期待できる。事実、前述した2KRプログラムの効果に関するモニタ

リング・評価では、北部州においては、2KR調達肥料を使用することで1ha当たりの収穫に

つきソルガムで8,000FCFA、ミレットで5,500 FCFAの収入増加が見られたとの報告が行われ

ている（表３－３を参照）。 

                                                        
10 農業・水利省が地方局を通じて実施した2006年度の2KR調達肥料の効果に関するモニタリング・評価報告書。北部、東部、

オーバッサンの3州において、2008年1月～2009年3月の期間に実施された。 
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表３－３ 2KR調達肥料による農民の収入増加効果 

無施肥の場合 2KR肥料を施肥した場合 

施肥した場合

の収入増加額

（F-C-G） 

A B C D E F G H 対象作物 

単収 

（kg/ha） 

単価 

（FCFA/kg）

総額 

（FCFA）

単収 

（kg/ha）

単価 

（FCFA/kg）

総額 

（FCFA）

肥料価格 

（FCFA） 

収入増加額 

（FCFA） 

ソルガム 600 150 90,000 900 150 135,000 37,000 8,000

ミレット 550 170 93,500 800 170 136,000 37,000 5,500
（出典：DGPV） 

 
さらに農民は収入が増加したことにより、これまでアクセスが困難であった教育や保健

医療などの社会公共サービスを利用することが可能となり、また翌年の資機材の購入費に

も使用することができる。今回実施したフィールドでの農民組織へのヒアリング調査では、

まさに2KRの調達資機材により農業生産量、収入が増加し、上記のような公共サービスへの

アクセスが増加したなどといった、実際の生活改善に関するエピソードが数多く報告され

た。 
 

（2）見返り資金による支援 
表３－４に農業・水利省の2011～2012年度の予算概要を示す。｢ブ｣国では、農民支援の

プログラムやプロジェクトは主に農業・水利省で実施されており、見返り資金による農業・

水利省への財政的援助は、貧困農民や小規模農民への間接的支援の一助となっている。 
 

表３－４ 農業・水利省の2011～2012年度予算 

（単位：FCFA） 

人件費 7,403,856,000

運営費 905,809,000

通常流動経費 2,815,287,000

国家投資費 161,540,186,000

合計 172,665,138,000
（出典：農業・水利省） 

 
2012年度の｢ブ｣国の農業・水利省の予算の合計は約1,726億FCFA（表３－４）である。人

件費、運営費、通常流動経費は国家予算から支出されているが、農業プロジェクトなどの

農業政策を実行するために用いられる国家投資費のうち国家予算でカバーされるのは例年

10％程度であり、残りは他ドナーからの援助資金により補填されている。 
他ドナーからの援助資金に頼らずに、｢ブ｣国独自に農業政策を実行するために国家投資

費を確保することは大変に難しい状況であることから、見返り資金は農業・水利省にとっ

て重要な開発資金となる。見返り資金は順調に積み立てられており、2012年9月時点で、1989
年度から2006年度の積立合計金額は3,959,039,276 FCFAに達する。これまで見返り資金プロ
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ジェクトとして、貧困農民や小規模農民を対象とした農業技術普及・農民支援活動に使用

されており、近年では、2002年に種子センター開発プロジェクト11に969,807,595FCFAが使

用され、地方の貧困農民の優良種子へのアクセスを改善し、農業生産性を高めることに成

功している。また、2010年には2004年度2KR外部監査費用として3,162,400 FCFAが使用され

ている。このように見返り資金は貧困農民や小規模農民の活動支援に貢献しているといえ

る。 
 
３－３ ヒアリング結果 

各関係機関からヒアリングを行った結果の概要（裨益効果、ニーズ、課題等）を以下に示す。

詳細は付属資料4に記載のとおりである。 
 

３－３－１ 「ブ｣国側実施機関 
「ブ」国の食料安全保障分野におけるこれまでの日本の支援には大変に感謝しており、特に

「ブ」国の主要産業である農業の生産性向上及び貧困農民支援に資する2KRプロジェクトは省内

でも大変に重視され、また高い注目を集めているとのことであった。「ブ」国では全般的に農家

による農業資機材へのアクセスは制限されており、肥料や農機が使用されることは少ない。こ

うした状況下で2KRによる農業資機材の供与支援は、①実際の作物収穫量を増加させた、②農家

に対して肥料の使用有無により収穫量の差が生じることを可視化した、という2点において大き

なインパクトを残したことから、「ブ」国内で大変に高く評価されているとのことであった。こ

うした流れを受け、「ブ」国政府は2008年度より貧困農民による農機の直接使用の促進という2KR
のめざす方向性と同調を図りながら農業セクター開発を推進してきた。また2012年度の2KRの要

請内容については、その質の高さから調達肥料のニーズが大変に高いにもかかわらず、実際の

調達数量はニーズ全体の1％ほどしか満たしていないという現状にかんがみて、要請数量を大き

く見積もったという経緯がある。しかしながら、JICA調査団からの提供情報に基づき、「ブ」国

の農業の現状とニーズを的確に見極めながら、2KRという枠組みの中で農業資機材の使用インパ

クトの最大化、また貧困農民の優先化を図るべく再度の妥当品目、数量の検討を行っていきた

いとのことであった。 
 

３－３－２ エンドユーザー 
2006年度の2KRの調達肥料の質は大変に良く、調達量はニーズに比して十分とはいえないもの

の、収穫量も3.5トン/haから4.5～5トン/haへと2トン/haの収穫量の増加が見られた。作物の生産

量が上がったことで現金収入も増え、その結果、子供を学校に送れるようになったり、医療サ

ービスにアクセスできるようになったり、さらに追加で農機を購入できたり、自転車を購入し

て行動範囲を広げることができるようになるなど、生活上にもプラスのインパクトが見られた。

また農業における女性の作業負担が減少するなどといった変化も見られたとのことであった。 
 

                                                        
11 種子センター開発プロジェクト：2002年3月より3カ年計画で実施。主要穀物のほか、マメ科作物、ゴマなどの改良種子の普

及により食糧増産を目的としている。 
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３－３－３ 国際機関その他 
EUは1999年以来、食料安全保障を重点分野として「ブ」国で支援活動を実施してきている。

その経緯もあり、2KRは「ブ」国の貧困農民の農業生産性の向上、肥料の使用促進に資する支援

プログラムとして高く評価をしているとのことであった。またEUは援助協調を重視しており、

同分野で支援を行っている日本とも更なる協調を図ってプロジェクトの継続性、実効性、シナ

ジー効果、インパクトの最大化をめざしたいとのことであった。さらに、これまでのEUのプロ

ジェクト実施経験から得た教訓として、①農機の供与についてはメンテナンスという観点から

検討が必要、②EUの出資プログラムではFAOなどが実施機関として技術サービスを提供してい

る。このことからわかるように、プロジェクトの管理・コントロールを「ブ」国政府のみに任

せるのはリスクが高い、③確実な効果発現のためには対象者、対象地域の絞り込みが大事であ

る、とのコメントが提供された。特に2KRに対しては、①農機は高価なため、購買力を考慮する

と貧困農民への販売は困難と思料、②プロジェクトのモニタリング・評価体制については慎重

な検討が必要、③EUが今後実施予定の貧困農民支援プログラム（Programme de Sécurité 
Alimentaire et Materielle au Burkina Faso：PSAN BF）とプロジェクト対象地域が重複しないよう

に配慮をしてほしい、との懸念表明が出された。 
他方、世銀銀行からは全体を通じて2KRについての否定的な意見は特に出されなかった。また

現在、世銀が実施している2KRと同分野の支援プログラムにおける肥料配布の実施体制、モニタ

リング・評価体制について確認を行ったところ、①肥料の配布を政府主導で行うと小規模な民

間配布業者が失業するおそれがあるため、肥料の配布は民間を介して行っていること、②政府

（農業・水利省）からあらかじめ知らされる小規模農家中心の地域に肥料配布を行っているが、

民間に任せていても小規模農家にはきちんといきわたっていることが判明した。 
世銀と同様に、FAOも、特に2007～2008年の農業作物の価格高騰を受けて以来、「ブ」国で貧

困者を対象とした食料安全保障支援プログラムに携わってきており、2KRと同様に農業資機材の

配布を行っているが、肥料の配布については農業・水利省地方局、パートナーNGOを通じた2種
類のルートを使って行っており、民間業者の活用は現時点では考えていないとのことであった。 

 
３－３－４ 民間資機材流通／販売業者 

ヒアリング調査を行った「ブ」国内最大手の民間肥料製造・販売業者であるCIPAMによると、

主な販売先は「ブ」国内の近隣国の綿花会社、農業・水利省、米国ミレニアム挑戦会計（Millennium 
Challenge Account：MCA）、綿花、バナナ農園事業者などで主な対象作物は綿花であり、食糧作

物を対象とする2KRとは市場の棲み分けができているとの認識を有していた。一方で、2KRによ

る低価格での肥料販売は「ブ」国の肥料市場を乱す可能性があり、また農民の適正な時期での

肥料購入という点でも課題を残しているとの指摘があった。 
一方、他の民間肥料業者からは、①農民が優良な資機材を安価で入手できるこの支援は｢ブ｣

国の農業発展のため望ましく、むしろ調達数量や品目を増やすべき、②2KRの調達肥料は国内需

要量の数％に満たないことから、競合にはならないとの意見も出された。 
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第４章 案件概要 
 
４－１ 目標及び期待される効果 

「ブ」国においては、本プロジェクトの実施により以下の3点の効果が期待できる。 
① 土壌肥沃性の回復と適正管理、農業資機材へのアクセス状況の改善 
② 農村部における主要食糧作物の増産による食料安全保障の確保、栄養状況の改善 
③ 大部分が貧困層とされる農民の収入増加による生活改善、貧困削減 

 
これらの期待される効果は、国家の上位政策文書である「SCADD」における農業セクターを主

軸とした「貧困者の購買力の改善を通じた経済成長の加速化と持続的成長」や、農業セクターの

改善戦略文書である「SDR」における「土壌の肥沃化に向けた統合的管理、農業の機械化の発展、

農業関連加工業の発展、貸付へのアクセス条件の改善」といった「ブ」国の優先的取り組みと合

致している。さらに、SDRの成果強化を図った「PNSR 2011～2015年」で掲げられている「農業資

機材（肥料、農機）の投入による農村貧困の改善」といった農業セクターの開発方針とも整合性

が取れている。 
農村部においては、2KRにより貧困農民が安価で農業資機材を入手できるようになり、その結果、

作物の生産量、単収、労働生産性の増加・向上が期待できる。これにより、農家の栄養改善と収

入増加が見込まれることとなり、さらに収入の余剰によって教育、保健医療などへのアクセスが

増加し、貧困削減に大きく資することが考えられる。 
また、農民が安価に農業資機材を購入・使用することでその効果を実感し、継続的な使用へと

つながっていくことで、「ブ」国における農業資機材の民間市場形成にも貢献する可能性が期待で

きる。 
さらに、第３章に示したとおり、本プロジェクトにより積み立てられる見返り資金は農業・水

利省の開発資金として使用することが可能である。事実、過去にも見返り資金プロジェクトとし

て農民支援を目的とする活動に使用されてきた経緯もあることから、見返り資金プロジェクトに

よる貧困農民への支援効果も期待できる。 
 
４－２ 実施機関 

４－２－１ 組 織 
実施機関は農業・水利省の植物生産総局（Direction Générale des Productions Végétales：DGPV）

であり、要請書の作成から資機材の配布、見返り資金の積立てに至るまでの一連の実施・運営

に関する責任機関となっている。特に、2KRプロジェクト実施に際して、肥料については植物生

産資機材・開発局（Direction des Intrants et du Developpement des Productions Vegetales：DIDPV）

が、農機については農業機械化局（Direction de la Méchanisation Agricole：DMA）が担当部局と

なる予定である。図４－１に農業・水利省の組織図を示す。 
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本プロジェクトの実施にあたっては、「ブ」国全州の農民を対象とするため、DGPVの指揮の

もと、農業・水利省の下部組織となる13カ所の地方局、更には45カ所の州事務所、またいくつ

かの県を管轄する技術指導地区事務所及び5～20村を担当する技術指導ユニットなどに配属さ

れた農業技術普及員がプロジェクトの実施にかかわることとなる。 
 

４－２－３ 予 算 
次に、農業・水利省とDGPVの予算内訳を表４－２に示す。DGPVの2011～2012年の年間予算

は約4億5,000万FCFAで、農業・水利省予算の0.26％程度である。DGPVの年度予算が年々減少傾

向にあり、財政面で厳しい状況に置かれている。 
 

表４－２ 農業・水利省とDGPVの2011～2012年度予算 

（単位：FCFA） 

 農業・水利省 DGPV 

人件費 7,403,856,000 420,421,838

運営費 905,809,000 19,000,000

通常流動経費 2,815,287,000 13,695,000

国家投資費 161,540,186,000 ―

合計 172,665,138,000 453,116,838
（出典：農業・水利省） 

 
４－３ 要請内容及びその妥当性 

４－３－１ 要請品目・要請数量・対象作物・対象地域 
本プロジェクトで当初要請された品目と数量を表４－３に示す。 

 
表４－３ 要請品目と要請数量（当初） 

品目 品名 用途 数量 調達希望国

肥料 NPK（14-23-14） 
尿素肥料（46％） 

ソルガム、トウモ

ロコシ、イネ、ゴ

マ、ラッカセイ、

ササゲ（ニエベ）

NPK 14,500トン 
尿素 6,600トン 

（要請書に

記載なし） 

農機 耕耘機 
播種機 
脱粒（穀）機 

耕起及び播種作業 耕耘機 1,000台 
播種機 500台 
脱粒（穀）機 500台 

（要請書に

記載なし） 

（出典：2012年度ブルキナファソ2KR要請書） 

 
（1）対象地域 

本プロジェクトの対象地域は、「ブ」国全州である。本来であれば、2KRで供与できる資

機材の量には制限があるため、投入のインパクトを最大化するためにも対象地域の絞り込

みを行うことが妥当であるが、DGPVからは、「ブ」国全州での公平性を図るため重点地域

を設けないことにしたいとの要望が上がった。その理由としては、①2KRの裨益者である貧
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困農民は全国に散在していること、②2KRの対象作物には地域性があるものの栽培地域は全

州に及んでおり、さらに「ブ」国では混栽も盛んなため作物をベースとした優先地域を絞

り難いこと、③2KRの援助による資機材は、高品質のものが市場価格より安価で入手できる

ので、全国的に貧困農民の要望が高いこと、などが挙げられた。 
 

（2）対象作物 
対象作物としては、「ブ」国の主要な食用作物であるソルガム、トウモロコシ、コメの穀

類のほか、マメ類のニエベ及び換金作物であるゴマとラッカセイが要請されている。ソル

ガム、トウモロコシ、イネ、ササゲは「ブ」国の主食及びそれに順ずる食糧作物であり、

貧困農民及び小規模農民にも栽培されているものであることから、2KRにおける対象作物と

して適当と判断される。他方、ゴマ、ラッカセイについては貧困農民による栽培が盛んな

換金作物であり、収穫量が上がることで現金収入の増加が見込まれることから貧困削減に

貢献するという点で2KRの対象作物として妥当性を有すると判断される。 
 

（3）要請品目 
当初、調達品目として、肥料の尿素とNPK14-23-14、農機として耕耘機、播種機、脱粒（穀）

機が要請された。 
尿素とNPK14-23-14は、サヘル地域でトウモロコシとコメに適した肥料として推奨されて

いるが、「ブ」国では対象作物を限定せず、穀物栽培全般に広く使われている。事実、民間

市場においても最もよく流通しており、2KRでも1983年度の供与開始当初からほぼ毎回調達

されてきていることから、「ブ」国への適合性、使用継続性という点で妥当と考えられる。

以下にそれぞれの肥料の特性を示す。 
① 尿素（Urée）46％ 

窒素を約46％も含む窒素肥料の中では最も成分が高い肥料であり、速効性も有している

ため葉や茎を育て、追肥に最も適している。尿素は土壌中でウレアーゼを有する微生物に

より速やかに炭酸アンモニウムあるいは炭酸水素アンモニウムに変化し、その後、硝酸化

成して植物に吸収される。また水に溶けやすく中性であるため、土壌を酸性化することも

ない。世界的にも広く使用されている肥料である。 
② NPK14-23-14 

3成分の保証成分の合計が30％以上の高度化成である。高度化成は3要素含有量が高いた

め、少量で施肥労力が省力化できるというメリットがあるほか、リン酸の全部または一部

が土壌中に溶解して作物に吸収されやすいリン酸アンモニウムの形で含まれているため、

窒素、リン酸の肥効が高いと評価されている。ただし、高度化成は窒素が多いため、よく

耕運しないと肥料障害が起きる可能性もある。播種前に元肥として使用されることが多い。 
    
表４－４にこれらの肥料の用途、施肥効果について示す。 
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表４－４ 肥料の効果12 

単収（kg/ha） 
対象作物 

無施肥の場合 施肥した場合
施肥量 

ソルガム 1,000 1,500～1,750

トウモロコシ 1,300 2,800～3,500

NPK14-23-14：100kg/ha 
尿素46％：100kg/ha 

コメ 1,200 1,800～3,000 NPK14-23-14：200kg/ha 
尿素46％：100kg/ha 

ゴマ 700 1,000～1,100

ラッカセイ 680 1,200～1,400

ササゲ 440 660～1,200

NPK14-23-14：100kg/ha 

（出典：調査団からの質問票に対するDGPVの回答） 

 
施肥した場合の単収は総じて、無施肥の場合の1.5～3倍で、降雨に恵まれると肥料の効果

はより高くなる。「ブ」国では農民は肥料投入の効果を十分に認識しているが、価格、品質、

流通の面で問題があり、実際には限られた農家が肥料を使用しているにすぎない。特に農

村部の多くの貧困農民は、購買力が低いため個人で肥料を入手するのは大変に困難な状況

にあるが、2KRにより安価での肥料購入が可能となることで、貧困農民による穀物の増産が

期待される。 
一方、耕耘機、播種機、脱粒（穀）機については、販売目的ではなく、農民への適正使

用法の指導を目的としてデモンストレーション用に要請された。「ブ」国の農業セクター開

発計画でも農業機械の導入による農業の近代化を推進していることもあり、農業機械の導

入普及は「ブ」国の農業近代化に欠かせない要件であり、政府や農民からの要望も強い。

しかしながら、農業機械については①農業機械の販売代理店がほとんど存在せず、スペア

パーツの入手が困難であり、維持管理体制が非常に脆弱である、②農業機械の利用は一部

の大規模農家に限られ、所得の低い一般貧困農家には購入が困難であり普及していない、

③貧困農家が利用できる農業機械の賃耕システムは一部に存在するが、賃耕料が高く機能

していないという現状を踏まえて、「ブ」国政府と協議した結果、2012年度の2KRでは農機

を調達対象から除外し、肥料のみに絞るよう要請を変更することとなった。 
以上より、「ブ」国の農業の現状と貧困農民への裨益を考慮すると、調達品目を肥料に限

定することが妥当であり、品目としては尿素とNPK14-23-14が適当と考えられる。 
 
（4）要請数量 

数量について、当初DGPVは尿素を6,600トン、NPK14-23-14を14,500トン、耕耘機を1,000
台、播種機、脱粒（穀）機を各500台ずつ要請していたが、耕耘機をはじめとする農機を要

請から除外し、最終的には当初要請していた肥料のみを要請とすることとした（表４－５

を参照）。最終的な要請数量と数量の算出根拠となるデータは表４－６に示したとおりであ

る。なお、「ブ」国政府はNPK、尿素共に作物栽培に必須の肥料という認識を有しており、

                                                        
12 ｢ブ｣国農業・水利省の施肥基準量を投入した場合の単収。 
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2種の肥料の間には優先順位をつけず、双方を要請品目として挙げることとした。 
 

表４－５ 2012年度2KRの最終要請数量 

品目 品名 要請量（トン） 原産国 

NPK（14-23-14） 14,500
肥料 

尿素（46％） 6,600

「ブ」国以外の

すべての国 

 
表４－６ 2012年度2KR要請数量の算出根拠データ 

需要（kg/ha） 必要量（トン） 
作物品種 

作付面積

（ha） 
対象農家数

（世帯） NPK 尿素 NPK 尿素 

ソルガム 35 000 17 500 100 50 3 500 1 750

トウモロコシ 37 000 37 000 100 50 3 700 1 850

コメ 30 000 60 000 150 100 4 500 3 000

ゴマ 10 000 10 000 100 - 1 000 - 

ラッカセイ 8 000 4 000 100 - 800 - 

ササゲ 10 000 10 000 100 - 1 000 - 

総計 130 000 138 500 - - 14 500 6 600
（出典：2012年度ブルキナファソ2KR要請書） 

 
DGPVによると表４－６における各対象作物の作付面積は、農業・水利省地方局が各州で

2KR資機材の販売対象となり得る貧困農民を選定し、選定された農民の所有耕地を合計して

推定値を算出したものである。対象農民の選定にあたっては、所有耕地の面積、栽培作物

の種類、農民の栽培能力、購買力等を基準にして決定される。こうして各作物の作付面積

の推定値と必要施肥量を掛け合わせて肥料の要請量が算出されている。 
 

次に、｢ブ｣国における肥料の必要量を表４－７に示す。 
 



 

－35－ 

表４－７ 全国の肥料必要量 

①尿素 
対象作物 ソルガム トウモロコシ コメ ゴマ ラッカセイ ササゲ 合計 
栽培面積（ha） 1 681 881 701 196 136 268 120 750 388 704 99 368 3 128 167
肥料必要量

（kg/ha） 
50 100 100 0 0 0 －

肥料必要量（t） 84 094 70 120 13 627 0 0 0 167 840
②NPK14-23-14 
対象作物 ソルガム トウモロコシ コメ ゴマ ラッカセイ ササゲ 合計 
栽培面積（ha） 1 681 881 701 196 136 268 120 750 388 704 99 368 3 128 167
肥料必要量

（kg/ha） 
100 150 200 100 100 100 －

肥料必要量（t） 168 188 105 179 27 254 12 075 38 870 9 937 361 503
（出典：DGPVからのヒアリング結果） 

 
上記より2012年度2KRの要請対象作物に対して農業・水利省の推奨している基準で施肥す

る場合の肥料の必要量は、尿素約167,000トン、NPK14-23-14約360,000トンである。最終的

な要請数量の合計21,100トンはこれの約4％となり、138,500世帯の農家が裨益することを見

込んでいる。 
 

他方、表４－８は過去の実績に基づく民間業者と2KRの肥料供給割合を示している。 
 

表４－８ 民間業者と2KRの肥料供給割合 

（単位：t） 

 

 

 

 

 
 

（出典：FAO CountrySTAT） 

 
本プロジェクトの肥料はすべて｢ブ｣国政府により販売されるが、過去の肥料調達量、ま

た2012年度の要請数量においても、2KRで供給される肥料の市場流通量に占める割合は2～
6％ほどであり、民間市場へ大きな影響を与える可能性は低い。また「ブ」国政府関係部局

や多くの民間肥料販売店からも2KRの市場占有率は低く、「ブ」国の肥料市場形成の阻害要

因とはならないこと、また「ブ」国は肥料の需要量に比して供給量が大きく下回っている

ことから、2KRによって少しでも必要量が補填されることはむしろ望ましいとの意見が多く

聞かれた。したがって、2KRの肥料調達量が過去の実績と同様の規模である限り、市場への

影響は小さく、要請数量としては適切であるといえる。 
以上、2012年度の2KRにおける肥料の要請数量は「ブ」国政府の肥料必要量の推定値に基

づいて算出されているが、最終的には、2KRの過去の実績、日本側の予算制約、入札時の市

天然リン酸肥料 合計 2KR比率

民間 2KR 民間 2KR 民間

2003年 86 391 ― 29 697 ― 1 698 117 786 ―

2004年 94 080 ― 32 541 ― 1 415 128 036 ―

2005年 114 080 2 693 39 831 1 725 18 648 176 977 2.5%
2006年 ― ― ― ― ― ― ―

2007年 45 558 2 185 17 000 1 928 467 67 138 6.1%
2008年 87 752 ― 37 871 ― 991 126 614 ―

NPK 尿素
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況を考慮したうえで日本側で再度適切な数量について検討し、決定する旨を調査団から説

明。「ブ」国側はこれを了承した。 
 

４－３－２ ターゲットグループ 
ターゲットグループは以下の条件を満たした貧困農民を予定している。 

① 穀物生産に従事しているが、生産量が極めて少ない者 
② 生産者組織（農民組織）に所属していること 
③ 所有耕地面積が5ha以下の小規模農民であること 
④ 少なくとも堆肥槽を一つ保有していること 

 
｢ブ｣国では2KRの調達資機材（肥料）の直接の販売先は農民組織としている。そのため農民各

人の購買力に直接頼らずとも農民組織を通じた共同購入によって個人の購入経費を軽減するこ

とができる。本プロジェクトで対象となる農民組織は食料安全保障と小規模農民支援の観点か

ら、実施機関であるDGPVの指揮のもと、地方の現状を把握している農業・水利省地方局が選定

することとなっている。また農業・水利省地方局は下部組織として州事務所等を保有しており、

そこに常駐する農業普及員を通じて、正確な現場情報に照らし合わせて上記条件を満たしてい

る農民の選定を行うこととなっている。 
 

４－３－３ スケジュール案 
図４－２に「ブ｣国の農業カレンダーを示す。雨期栽培は5月後半から6月にかけて土壌の準備

を開始し、6月から施肥を開始する。したがって、雨期栽培に使用する資機材は、3月から5月の

間に「ブ」国に到着することが望ましい。また、乾期栽培に使用する場合は、10月から12月初

めまでの間に到着する必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（出典：農業・水利省） 

図４－２ 農業カレンダー 

 

 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 備考

ソルガム

トウモロコシ（雨期作）

トウモロコシ（乾期作）

イネ（天水稲作）

イネ（灌漑二期作）

ゴマ

ラッカセイ

ササゲ（ニエベ）

作物名

凡例 耕起：△     播種／植付：○     施肥：□     防除：▲　　収穫：◎　　脱穀：◇　　　F1:尿素　　F2:NPK14-23-14

作物体系
別の選定資
材の主な利
用時期

F2 F1F1F2

F2

F2

F2

F2 F1

F1

F1

F1

F2

F2

F2
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４－３－４ 調達先国 
「ブ」国を除くすべての国とする。調達適格国を広く設定することは、入札の競争性を高め

るためにも妥当であると考えられる。 
 
４－４ 実施体制及びその妥当性 

４－４－１ 配布・販売方法・活用計画 
（1）配布･販売ルート 

本プロジェクトで調達された肥料は、DGPVから農民組織への直接販売のみで配布・販売

することとなっている。この配布体制下では、DGPVが農民に対し農業・水利省地方局を通

じて2KRによる調達資機材が到着したことを通知したあと、以下のシステムで農民組織に販

売・配布される。 
図４－３に本プロジェクトの販売・配布体制を示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：調査団からの質問票に対するDGPVの回答） 

図４－３ 2KR調達肥料の販売・配布体制 

 
① 農民組織が2KR調達資機材の購入を農業・水利省地方局に申請する 
② 農業・水利省地方局が、申請があった農民組織が裨益対象として適正であるかどうか

を審査し、適正と判断された農民組織の申請内容をDGPVに伝達する 
③ DGPVが農民組織の申請を承認し、その旨を農業・水利省地方局及び要請した農民組織

に伝える 
④ 農業・水利省地方局が農民組織に対し、購入が承認された旨を伝達し、確認書を発出

する 
⑤ 承認された農民組織は確認書を持ってDGPVに出向き、現金で申請数量の資機材を購入

する 
 
この体制で2006年度に資機材の販売及び配布を行った実績があり、システムは既に整備

されているといえる。農業・水利省地方局は販売した農民組織の選定にかかわっているた

め、この販売体制を踏襲する限り肥料の販売先、販売数量、対象作物等の確認や使用状況

農協、農民組合などの農民組織 

農業・水利省地方局

（DRAH） 

農業・水利省植物生産総

局（DGPV） 

⑤ ③ 

③ 

② 

① 

④ 

凡例 ：
① 申請 
② 審査及び伝達 
③ 承認及び情報伝達 
④ 情報伝達 
⑤ 資機材の支払いと配布 
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の把握を容易に行うことができる。なお、このシステムでは現金払いでの販売しか行われ

ないため、資金調達が困難な貧困農民が購入できなくなる点が懸念されるが、農協や農民

グループを通じた共同購入が行われることとなっており、農民個人が①地方の農村金融へ

アクセスしやすい、②農民組織のメンバーで購入経費を分担することができるというメリ

ットがあることから、安価での肥料入手が可能である。以上より、本体制による実施は適

当と判断される。 
 

（2）販売価格 
本プロジェクトで調達される肥料の販売価格は、①市場価格に大きな影響を与えないこ

と、②貧困農民の購買力を補填することを考慮し、市場価格より安価になるようにDGPVが

販売価格を設定し、農業・水利省次官、大臣の承認を得て最終決定される。また世銀など

の他ドナーが「ブ」国で実施している無償もしくは補助金を使用した肥料配布プログラム

とも協調を図りながら、同程度の販売価格へと調整を行う予定である。2KRにおける2006
年度調達分13の肥料の販売価格は表４－９のとおりである。 

 
表４－９ 2006年度調達肥料の販売価格（2012年現在） 

（単位：FCFA/kg） 

 

 

 

 

 
（出典：農業・水利省からのヒアリング） 

 
2KRで調達された肥料は、民間販売業者を通さないため、農民組織は農業・水利省が決定

した販売価格で購入することができるが、DGPVの倉庫（ワガドゥク、ボボ・デュラッソに

所在）から肥料を輸送する際の費用は購入者が負担することとなる。 
 

４－４－２ 技術支援の必要性 
2KR調達肥料の施肥方法については政府を通じた研修ルート（農業普及員による農業・水利省

で作成された「技術パッケージ」を使用した施肥方法の研修等）が既に存在していることから

現時点での技術支援の必要性は低い。一方で、「ブ」国の化学肥料の普及・使用状況はいまだ成

長の初期段階であり、各地域の土壌性質に適合した肥料品目、施肥量などの使い分けは実施さ

れていない状況である。今後、肥料の普及が進むに従い、こうした土壌研究の推進及び地域の

土壌性質に基づく肥料品目、施肥量等の最適化が求められると考えるが、こうした研究分野に

おける技術支援が将来的に必要になる可能性はあると思われる。 
 

                                                        
13 調達資機材の調達は2006年末に行われ、2007年に販売された。 
 

品目 2KR 市場価格
市場価格
との比率

尿素 46%N 240 280 86%

NPK14-23-14 250 300 83%
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４－４－３ 他ドナー・技術協力等との連携を通じたより効果的な貧困農民支援の可能性 
他ドナーとの連携については、第３章のヒアリング結果でも触れたとおり、現在、貧困農民

を対象とした支援を実施しているEU、世銀、FAO等の農業関連プログラムやプロジェクトとの

連携体制を構築することは可能である。特に、EUは現在実施している食料安全保障セマティッ

ク・プログラム（Food Security Thematic Program：FSTP）の推進委員として日本に参加してほし

いとの意向を有しており、またその実施機関であるFAOからも2KRの良質の肥料の購入を検討し

たいとのコメントが寄せられている。他方、世銀は現在、農業・水利省が実施している無償／

補助金付の肥料配布プログラムへ出資を行っているが、その中でも補助金付プログラム［生産

性改善・食料安全保障プロジェクト（Projet d’Amélioration de la Productivité et de la Sécurité 
Alimentaire：PAPSA）］において農業・水利省、地方の農民組織による二通りのモニタリング体

制を採っており、今後、2KRのモニタリング体制の改善・強化を進めていくにあたって世銀との

協力関係を構築していくメリットは大きい。さらに、台湾が実施している天水稲作プロジェク

トでは次フェーズにおいて播種機等の農機の導入が検討されており、部分的な2KRとの連携の可

能性も考えられる。 
他方、わが国の他プロジェクトとの連携については、｢ブ｣国において現在日本の農業分野関

連の技術協力は実施されていないが、農業・水利省にJICA農業政策アドバイザーが配属されて

おり、2KRの実施機関であるDGPVに対しては必要に応じて、モニタリングの実施や見返り資金

の積立て方法及びプロジェクトの立案などに関する助言が期待できる。 
 

４－４－４ 見返り資金の管理体制 
（1）見返り資金の積立て・管理体制 

農業・水利省から肥料を配布・販売したあと、販売代金は一度ブルキナ国際銀行（Banque 
Internationale du Burkina：BIB）－アフリカ連合銀行（United Bank for Africa：UBA）にある

農業・水利省の口座に積み立てられ、その後、経済・財務省が管理する西アフリカ諸国中

央銀行（Banque Centrale des États de l’Afrique de l’Ouest：BCEAO）の2KR見返り資金口座に

積み立てられる。 
農業・水利省から農民組織等に直接販売される場合、農民組織等は肥料代金を現金また

は小切手で支払い、回収代金が農業・水利省の口座に積み立てられる。これらは、一定額

がたまると農業・水利省から経済・財務省の2KR見返り資金口座に振り込まれる。 
なお、「ブ」国側は2012年度2KRが実施された場合は、同年度用銀行口座を新規開設する

こと、FOBの2分の1を最低額とし、肥料の販売代金全額を見返り資金として積み立てること

を約束した。 
 

（2）見返り資金の積立て状況 
過去の見返り資金の積立て、使用状況につき、農業・水利省、経済・財務省の各関係機

関にヒアリングを行った結果、以下のとおりとなった。 
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表４－10 見返り資金積立て・使用状況 

（単位：FCFA） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注）*1：見返り資金の積立額はE/N締結月のIMF平均レートにて換算される。USDは米ドルを示し、JPYは日本円を示す。*印は

当該年度の年平均レートを示す（月平均レートの入手ができなかったため）。 
*2：種子分野開発に係る見返り資金プロジェクトからの収入。 
*3：見返り資金の積立額はE/N締結日から4年間。 

（出所：農業・水利省、経済・財務省） 

 
2001年度までの見返り資金の積立率が低い理由は、調達された農薬及び農薬散布に使用

する防護具類が、すべて国家防除用に無償配布され、予算措置を行う財源もなかったため

であるが、2004年度以降は肥料のみを調達したため、見返り資金の積立率は2004年度、2006
年度とも100％となっている。 

なお、現在までの積立て総額は4,370,037,940FCFAであるが、同金額から後述する使用済

額3,947,893,817FCFAを差し引いた残高422,144,123FCFAは、「ブ」国側が今般、調査団に手

交した2012年7月20日付のBCEAOの銀行ステートメントの記載残高と一致している。 
 

（3）見返り資金の使用状況 
現時点の見返り資金の使用状況は表４－11のとおりである。インターチェンジ建設計画

と2004年度2KR外部監査費用以外は、すべて農業セクターのプロジェクトに充当されている。 
 

1989 150 ,000,000 2/3 272,000,000 - 0 272,000 ,000 1989/11/17 1993/11/16
1990 200 ,000,000 2/3 26,000,000 - 0 298,000 ,000 1990/10/16 1994/10/15
1991 300 ,000,000 2/3 27,000,000 - 0 325,000 ,000 1991/7/5 1995/7/4
1992 300 ,000,000 180,307,500 264.69 * 126 .65 * 2.09 * 2/3 251,228 ,450 100,000,000 39.8% 0 425,000 ,000 1992/7/22 1996/7/21
1993 300 ,000,000 215,813,900 283.16 * 111 .20 * 2.55 * 2/3 300,700 ,701 0 0.0% 272,000,000 153,000 ,000 1993/7/28 1997/7/27
1994 400 ,000,000 274,793,400 555.2 * 102 .21 * 5.43 * 2/3 994,752 ,108 205,000,000 20.6% 0 358,000 ,000 1994/9/22 1998/9/21
1995 450 ,000,000 363,648,300 499.15 * 94 .06 * 5.31 * 2/3 1,287,314 ,982 0 0.0% 0 358,000 ,000 1995/9/21 1999/9/20
1996 450 ,000,000 341,191,200 511.55 * 108 .78 * 4.70 * 2/3 1,069,065 ,760 270,000,000 25.3% 0 628,000 ,000 1996/7/31 2000/7/30
1997 350 ,000,000 271,364,533 583.67 * 120 .99 * 4.82 * 2/3 871,984 ,699 0 0.0% 0 628,000 ,000 1997/8/11 2001/08/10
1998 450 ,000,000 341,784,875 570.68 134 .59 4.24 2/3 966,111 ,913 1,020,000,000 ##### 0 1,648,000,000 1998/9/5 2002/9/4
1999 350 ,000,000 227,052,620 691.15 106 .23 6.50616 2/3 984,828 ,004 0 0.0% 0 1,648,000,000 2000/6/7 2004/6/6
2000 300 ,000,000 226,062,750 731.35 112 .21 6.51769 2/3 982,271 ,290 365,000,000 37.2% 0 2,013,000,000 2000/12 /6 2004/12/5
2001 300 ,000,000 213,750,620 735.12 127 .36 5.77198 2/3 822,510 ,238 644,971,100 78.4% 0 2,657,971,100 2001/12/27 2005/12/26
2002 - - - - - - - 0 969,807,595 1,688,163,505 - -

- - - - - - - - 674,955,503 0 2,363,119,008 - -
2004 280 ,000,000 148,466,550 497.36 105 .31 4.7228 1/2 350,590 ,273 350,950,273.00 100% 0 2,714,069,281 2005/3/4 2009/3/3

403,015,659
11,145,405 *2

2010 - - - - - - - 3,162,400 422,144 ,069
合計 - - - - - - - 4,370,037,940 3,947,893,871 422,144 ,069

425,306 ,469 2007/2/9 2011/2/8

積立額
(FCF A)

E/N
締結日

積立期限
*3

使用済額
(F CFA)

残高
 (FCFA)

414,161 ,064 100% 2,702,923,876501.74 120 .45 4.1655 1/22006 330 ,000,000 198,850,800

FCFA/U SD JPY /USD FCF A/JPY

積立
率

(%)

為替レート *1
FOB

積立率

見返り資金
積立額

 (F CFA)
使用年

 E/N額
(JPY)

FOB額
(JPY)
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表４－11 見返り資金プロジェクト実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（出所：農業・水利省、経済・財務省） 

 
４－４－５ モニタリング・評価体制 

「ブ」国側は、今般調査団に2006年度の肥料の販売台帳を提出した。販売台帳は最終仕向地

であるワガドゥグ、ボボ・デュラッソにおいて肥料（尿素、NPK14-23-14）ごとに作成され、各

州農業局からの肥料販売に係る販売日、販売先、販売量がもれなく記載されていた。 
また、DGPVは2008年1月に東部州（Région de l’Est）、2009年2月にHauts-Bassins州、2009年3

月に北部州（Région du Nord）において2KR肥料を使用した場合の対象作物の増産効果に係るモ

ニタリング報告書を作成している。なお、各報告書による主たる増産効果は表４－12のとおり

である。 
 

表４－12 東部州、Hauts-Bassins州、北部州における対象作物の増産効果 

州 増産効果14 

東部州（Région de l’Est） トウモロコシ43％、コメ54％、ササゲ（Niébé）33％ 

Hauts-Bassins州 トウモロコシ55％ 

北部州（Région du Nord） ソルガム33％、ミレット36％ 
（出所：農業・水利省） 

 
2012年度2KRが実施された場合、貧困農民に確実に肥料がいきわたっているか確認するべく、

「ブ」国側は、各州農業局からの肥料販売（一次販売）に加え、それぞれの販売先からの肥料

販売（二次販売）につき、それぞれの台帳を作成することを約するとともに、肥料の施肥効果

等に係るサンプリング調査及び報告を引き続き実施していくことを表明した。 
 

４－４－６ 広 報 
「ブ」国側は、本案件のE/N、G/A締結、肥料の受領と配布、見返り資金プロジェクトによる

すべての事業につき、広く広報することを約束した。 

                                                        
14 各パーセンテージは2KR肥料を使用しない場合と使用した場合の単位面積（ha）当たりの収量の比較。なお、増産効果の対

象作物、調査年度、調査対象（東部州：全州平均、Hauts-Bassins州：対象3県平均、北部州：受益者グループ）等が各州で異

なるため、パーセンテージの一律比較とした。 
 

承認年度 計画名 承認額 使用済額 残高

1993 スルー河流域水路のコンクリート打設
（農業水利施設整備）

110,000,000 110,000,000 0
1993 農業倉庫建設 20,200,000 20,200,000 0
1993 飼料用種子生産（畜産強化） 24,500,000 24,500,000 0

1993 サヘル地方農牧推進センター（CRPA)建
設（農業サービスの改善）

70,500,000 70,500,000 0

1993 マトルク小規模農家支援センター支援
（農業研修）

46,800,000 46,800,000 0

2002 種子センター拡充計画 980,953,000 969,807,595 11,145,405
2006 インターチェンジ建設計画 2,702,923,876 2,702,923,876 0
2010 平成16年度2KR外部監査費用 3,162,400 3,162,400 0

3,959,039,276 3,947,893,871 11,145,405合計
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４－４－７ その他（新供与条件等について） 
（1）見返り資金の外部監査 

「ブ」国側は2012年度の見返り資金の外部監査につき同意した。 
なお、2004年度の外部監査は見返り資金を利用して2010年6月に実施済みである。また、

農業・水利省は2006年度の外部監査は今後、速やかに実施する計画である旨、説明した。 
 

（2）見返り資金の小農・貧農支援への優先使用 
調査団から2KRが有するデュアル戦略の効果について説明のうえ、小規模農民に裨益する

プロジェクト等の効果的な見返り資金プロジェクトの実施について申し入れを行ったとこ

ろ、「ブ」国側は見返り資金の小農・貧農支援への優先使用につき同意した。 
 

（3）ステークホルダーの参加機会の確保 
「ブ」国側は2KRに関するステークホルダー（NGO、農民組織、他ドナー等）と会合を

開催するなど2KRの活動に参加させることを約束した。 
 

（4）半期ごとの連絡協議会の開催 
「ブ」国側は、肥料の配布と使用のモニタリングのため、日本側関係機関と、年1回のコ

ミッティ協議会を含む半期ごとの連絡協議会を開催することに同意した。 
 

（5）調達代理方式 
「ブ」国側は、本案件の調達代理方式による実施につき同意した。 
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第５章 結論と課題 
 
５－１ 結 論 

「ブ」国において農業は、GDPの30％を占め、労働人口の90％が従事している重要な産業であ

る。ソルガム、ミレット、メイズ等の自給穀物や、綿花、ラッカセイ、ゴマ等の換金作物が主に

天水依存で栽培されており、これらの作物の安定的生産は「ブ」国の食料安全保障上重要である。

しかしながら、「ブ」国の穀物生産は、農地の肥沃度の低下、近年の気候変動に伴う少雨化、肥料・

種子・農業機械などの投入材の不足が原因となり、不安定で低い生産性にとどまっている。 
このような状況下、「ブ」国政府は国家開発計画であるSCADDを策定し、特に農業セクターは加

速成長の柱として最も重要な位置を占めている。下位計画であるSDRにおいては、農業・牧畜・林

業・水産の多様化と強化が第一の柱となっており、その活動の一つとして土壌の肥沃化に向けた

統合的管理が挙げられている。土壌劣化が進んでいる状況や農業機械化が遅れていることを踏ま

えると、適切な肥料や機材の投入は、農業生産性を向上させ、農業生産高の増加に貢献するもの

である。 
今回の要請は、肥料及び耕耘機等の機材となっている。肥料に関しては、「ブ」国においては、

イネ、トウモロコシ等の穀物の栽培に際し、農民は肥料投入の効果を十分に認識しているが、価

格、品質、流通の面で問題があり、実際には限られた農家が肥料を使用しているにすぎない。本

計画により貧困農民が肥料をより容易に入手できるようになれば、農業生産性の向上及び生計向

上につながることになろう。実施体制については、DGPVが直接肥料を販売しており、2006年度の

肥料の配布状況の調査の結果、貧困農民にいきわたっていることが確認され、現在もその体制は

維持されていることから特に大きな問題は見当たらない。 
次に、農業機械については、政府や農民からの要望は強く、適切に利用・管理されればより効

率的な農業経営が可能ではあるが、現地調査の結果、①農業機械の販売代理店がほとんど存在せ

ず、スペアパーツの入手が困難であり、維持管理体制が非常に脆弱であること、②農業機械の利

用は一部の大農に限られ、所得の低い一般貧困農家には購入が困難（クレジットの案も検討され

ているが非現実的）であり普及していないこと、③貧困農家が利用できる農業機械の賃耕システ

ムは一部に存在するが、賃耕料が高く機能していないことなどから、調達対象から除外すること

を先方と協議し了解を得た。 
以上から、2012年度の供与は肥料（NPK及び尿素）のみとすることが妥当である。 

 
対象地域については、「ブ」国政府の貧困農民支援が特定の地域を優先することなく全国をカバ

ーすること、及び州ごとの作付体系はどこも似通っており、各種作物の混作であることから、絞

込みは困難なため要請のとおり全国とした。作物についても同様の理由により要請どおり、ソル

ガム、トウモロコシ、イネ、ゴマ、ラッカセイ及びササゲとした。 
 
５－２ 課題／提言 

５－２－１ 施肥効果のモニタリング 
肥料はDGPVが厳正な手続きのもと貧困農民で構成される農民組織に販売される。農民組織か

ら個々の農家にいきわたることになっているが、個別の農家に配布された肥料の数量までは農

業・水利省は把握しておらず、厳密な意味でのモニタリングはなされていない。当方から今後
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は個別の配布状況を確認し、施肥効果についてのモニタリングを行うよう要請した。肥料配布

も含む世銀のPAPSAプログラムでは、PAPSA及び農民組織による2つのモニタリングチームが配

布後のモニタリングを行っていることから、これらを参考とするなどして、2KRの肥料について

もモニタリングを強化することが必要である。 
 

５－２－２ 農業機械化の方向性 
「ブ」国においては、機械化はほとんど普及しておらず、牛耕を除けばその普及率は0.1％以

下と推定される。農村部からの若者の人口の都市部または他産業への流出傾向は強まっている

なか、効率的な農作物生産のためには機械化は自然の流れであり、西アフリカの国々でも少し

ずつ進んでいるが課題も多い。農業・水利省との協議において先方は、農業機械化は重点政策

の一つであり強力に推進したいとしているが、具体的なロードマップはなく、上述したような

農業機械を導入するにあたっての維持管理体制や機械の販売体制などの基本的な環境整備につ

いても検討が不十分である。 
他方、機械化に関する政府の政策でもある「10万のスキ計画」と題して、牛耕のためのスキ

の普及計画を実施中である。これは、一足飛びにトラクターや耕耘機などの近代的な機械を一

気に導入するよりも、機械化の発展過程の中では健全な政策ともいえる。良質なスキやクワな

どの小機材を自前で製造できるようになれば、それに伴って自然に技術も向上し、より高度な

足踏み脱穀機などへも発展していき、将来的にはある程度のスペアパーツの製造も可能となる

であろう。このように、農業機械を受け入れる裾野を広げていけば、時間は多少かかるが2KR
による機材も適切に維持管理されるようになると考えられる。 

農業機械については、2KRかどうかにかかわらず導入後の維持管理に苦しんでいる例は各国で

散見され、まず維持管理体制の整備が最低条件となろう。 
将来、2KRによる農業機械を受け入れられるようになるためには、維持管理技術のみならず、

貧困農家が農業機械にアクセスできるようになることが必要である。実際に高価な機械を農家

が購入することはハードルが高いため、現実的には賃耕システムを利用せざるを得ない貧困農

家が大部分と考えられる。現在の高い賃耕料への対策としては、農業機械の効果を広く貧困農

家に知らしめるために、賃耕料に制限を設けることや、当面の間は補助金をつけ安い料金で賃

耕を可能とすることも一案である。農業機械がほとんど普及していない現況を考慮し、少しで

も農民の間に農業機械を浸透させていくことも必要である。 
なお、台湾の天水稲作プロジェクトの事務所を訪れ、今回の要請との連携も検討したが、対

象機械の利用計画はなく、現時点では困難である。しかし、プロジェクト第3フェーズ（2014-2019）
では、播種機の導入も検討されており、将来的には部分的に2KRとの連携も検討対象となる可能

性もあると考えられる。 
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